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田 。4.教 育 ・訓 練 制 度

P(.分 析 結 果 の 要 約 と含 意

X.1.分 析 結 果 の 要 約

】X,2.若 干 の イ ソ プ リケ ー シ ョン

X.む す び

1.は じ め に

マイクロエレク トロニクス(Microelectronics,ME)技 術や情報技術(Infor-

mationTechnology,IT)等 のいわゆる 「新技術」(NewTechnology)の 進展に

伴って,そ れが企業組織や従業員の職務内容に対 して どのような影響を及ぼす

かが経営学の領域においても盛んに議論されている。理論的な分析に加えて,

アソケー ト調査やヒヤリング調査等の各種実態調査をもとにした実証的分析 も

数多 く行なわれている。 しか し,田 尾 雅夫教授(京 都大学)に よると,「 コン

ピュータを導入することで,組 織の経営管理において何が どのように変化 した

かを,ケ ーススタディ的に捉える研究はあって も,一 般化を念頭においた報告

はまだ少な く,理 論的な解明もすすんでいる とはいい難い」1よ うな状況にあ

り,新 技術が組織や労働へ与える影響 という研究テーマは,本 格的な実証的 ・

理論的分析の待たれる分野の一つであると思われる。

我 々はこうした研究状況を打開すべ く,こ のテーマに関して本格的な実証分

析を実施するために 「柔構造組織研究プロジェク ト」を組織 し2,幸 いに も文

部省科学研究費補助金及び財団法人 村田学術振興財団か ら経済的援助を頂い

1)田 尾 雅夫[1993】,「 新技術の影響評価の枠組みについて コンピュータ化は組

織を変えるか 」『経済論叢』(京 都大学)第152巻 第1・2号,1頁 。

2)当 該プロジェク トのメソバーは,奥 林 康司(神 戸大学経営学部教授 ・研究代表老),

庄 村 長(東 京都立商科短期大学商学科助教授),竹 林 明 く西南学院大学商学部専

任講師),森 田 雅也(関 西大学社会学部専任講師),及 び筆者の計5名 から構成さ

れている(肩 書きは当時のもの)。 但 し本稿は筆者の個人的見解をまとめたもので

あり,必 ずしもプロジェク ト・メンバー全員の合意を得たものではない。従って有

りうべき誤謬は言うまで もなく全て筆者の個人的責任である。
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たうえで,「新技術が企業組織構造に与える影響に関するアンケー ト」を1993

年9月 に実施 して実証データを収集することができた。当該アンケー ト調査の

概要及びそれを基礎 とした実証分析については別書を参照願いたい3が ,本 稿

での課題は,む しろこの実証結果を 「製造企業 と非製造企業 との比較」 という

観点から整理 し直 し,そ の相違点を明らかに し,経 営管理論 ・経営労務論上の

若干のインプリケーシ ョソを得ることにある。

製造企業 と非製造企業の比較対照 という視点から新技術の組織 ・労働への影

響を分析 しようとする理由は,ま ず第一に,伝 統的な経営学が基本的に工業経

営企業をその主たる分析対象 としてお り,とりわけ非製造企業に対する分析は,

伝統的経営学の視点か らはあまりなされたことがなかったためである。 もちろ

ん経営学においても,部 分的には,脱 工業化社会への移行を反映 してサービス

諸産業の分析 もなされつつある。 しかし,少 な くとも経営労務論 ・労務管理論

的視点か ら非製造企業への本格的実証分析がなされたことは少なかった4 。な

ぜなら,テ イラー ・システム(TaylorSystem)や フォー ド・システム(Ford

System)と いったベル ト・コンベア ・システム(BeltConveyerSystem)下 に

よる単調労働問題が基本的に自動車産業を中心とした製造企業に端を発するも

のであ り,既 存の経営労務論はその議論の出発点を少な くともこのような工業

企業における単調労働問題の解決に求めてきたためである。従って,従 来あま

りなされてこなかった非製造企業に分析のメスを入れることにより,伝 統的な

経営学 ・経営労務論の研究対象の拡張が期待されうるという点が,製 造企業 と

非製造企業を比較 しようとする第一の理由である。

第二には,製 造企業と非製造企業を比較対照することにより,逆 に従来から

3)奥 林 康 司 ・庄 村 長 ・竹 林 明 ・森 田 雅 也 ・上 林 憲 雄 共 著[1994]
,『 柔 構 造 組織

パ ラ ダ イ ム序 説 一 新 世 代 の 日本的 経 営～ 』 文 員 堂
,参 照 。

4)ア ソ ケー ト調 査 とい う形 態 で は な い が,チ ャイ ル ド=ラ ブ リ ッ ジ ら に よ る次 著 は ,情 報 技

術 の サー ビ ス産 業 に与 え る影 響 の 国際 比 較 とい う点 を 追 究 した 数 少 な い貴 重

な 研 究 の 一 つ で あ る。Cf.,Child,J.andR .Loveridge[1990],Information

TechnologyinEuropeanServices:TowardsaMicroelectronicFuture
,BasilBl

ackwelLま た,Watanabe,T.[1990]や 倉 田 良樹[1992亅 も非 製 造 企 業 を 経

営 労 務 論 的 視 点 か ら追 究 した数 少 な い 研 究 の 例 で あ ろ う。
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検討対象とされてきた製造企業の持つ経営学的 ・管理論的特徴をヨリ鮮明に明

らかに しうると考えたためである。製造企業の持つ諸問題を考える際に,そ の

枠組みの中だけで議論 していてはその真の姿はなかなか見えてこない。製造企

業の抱える諸問題は,非 製造企業 と比較することによって初めてその問題の真

の内実が明らかにされると考えたのである。

第三の理由は,一 口に新技術の組織構造への影響といっても,そ の影響の仕

方は製造企業 と非製造企業 とで異なりうると考えられるためである。よ く議論

されているように,あ るいは経験的に知 られているように,製 造企業 と非製造

企業 とではその組織風土 ・組織文化が異なっているかもしれない。これらの文

化的諸要因により新技術の組織構造や仕事内容への作用の仕方がある程度異な

りうるであろう。同一の技術体系を基礎 としてもその影響の程度がどのように

相違 しているのかを,比 較対照することにより実証的に明らかにすることがで

きると考えたのである。それゆえ,製 造企業 と非製造企業との比較を試みるこ

とにより,こ のような組織文化的諸要因を議論するための何 らかの足がかりが

できるように思われる点が,本 稿で比較分析を行なう第三の理由である。

そこでまず次の亜で,我 々の行なった質問票調査の概要を,製 造企業 と非製

造企業とで どのように異なった質問項 目を用意 したかに着眼 しながら簡単に述

べる。次いで皿において,ど のような視点から製造企業 と非製造企業を比較対

照するのか という点について,そ の分析のフレームワーク ・分析視角を検討す

る。続 くNか ら皿までは,我 々の行なったアンケー トの調査結果に依拠 しなが

ら,① 経営環境の認識 ② 新技術の導入 目的,③ 作業組織(現 業部門)へ

の影響,④ 管理組織(管 理部門)へ の影響,⑤ 人事 ・労務管理制度の変化

のそれぞれの項 目で,製 造企業 と非製造企業 とでいかなる点がどのように相違

しているのかについて,順 次検討を加える。その上で最後にXに おいて,分 析

結果を簡潔に要約 し,そ の経営学的 ・経営労務論的インプリケーシ ョソについ

て,皿 で触れる分析視角に照 らしながら考察することとする。



新技術と組織構造 ・職務内容 69

皿.質 問票調査の概要

質問票調査は,新 技術が企業の組織構造やそこで働 く従業員の職務内容にい

かな る影響を及ぼ しているかを実証的に明らかにすることを目的 として ,

1993年9月 に従業員規模で1,000人 以上の企業1,395社(上 場会社 ・未上場

会社を含む)を 対象 として郵便による発送 ・回収 という方法で行なわれた5。

調査票を送付 したのは,各 企業において最も主力 と思われる事業所(本 社 ・支

社 ・営業所 ・製作所 ・工場など)1ヶ 所である6。 そのうち回答を得 ることの

できた企業は,製 造企業が183社(回 収率23.3%),非 製造企業が110社(回

収率18.1%)で ある。製造企業と非製造企業におけるそれぞれの回答企業の

所属業種は次の表1に 示されているとおりである7。

5)調 査 対象企業及び調査方法の詳細については,奥 林 康司 ・庄村 長 ・竹林 明 ・森

田 雅也 ・上林 憲雄 共著[19941,前 掲書,付 録3の 「新技術が企業組織構造に

与える影響に関する実態調査報告書」を参照願いたい。

6)具 体的には,東 洋経済新報社 より刊行されている 『会社四季報(1993年 夏季号)』

またはダイヤモン ド社 より刊行されている 『会社職員録(1993年 版,全 上場会社

版及び非上場会社版)』 の中で,各 企業においてそれぞれ最初に記載されている事

業所(殆 どの場合,最 初に記載されている事業所が主力事業所 と判断される)を 選

択 した。但 し,特 に非製造企業の場合にはその記載が地域別になっている(北 から

順に南へというように)こ とが多く,必 ずしも最初に記載されている事業所が主力

事業所とは限らない。その場合は我h独 自の判断により,関 西地区における大阪 ・

神戸に近い事業所をなるべ く選択するようにした。

7)こ こでの所属業種の分類は,証 券取引所で1993年7月 より新たに用いられている

新分類法によっている。従って従来までの分類法 とは多少異なっている点に留意す

る必要がある。その主要な変更点は,製 造企業では,従 来の分類では同じ 「化学」

の名で一括されていた箇所が 「化学」と 「医薬品」とに二分割されたこと,「その

他製造業」が 「その他製品」という名称に変更されたこと,非 製造企業では 「商業」

が 「卸売業」及び 「小売業」に分割されたこと,「金融 ・保険業」が 「銀行業」 ・
「保険業」 ・ 「その他金融業」へと分割されたこと

,ま た非製造企業を中心に大幅

な配列替えが行われたこと,な どである。これ らの変更点の詳細については,『 会

社四季報(1993年 夏季号)』東洋経済新報社,1993年,28頁,を 参照 した。
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製造企業

表1ア ンケー ト回答企業の業種別分布

非製造企業

業 種 実数値 有効回答率(%) 業 種 実数値 有効回答率(%)

食 料 品 13 7.3 電 気 ・ガ ス 業 5 4.8

繊 維 製 品 5 2.8 陸 運 業 3 2.9

パ ル プ ・紙 3 1.7 海 運 業 2 1.9

化 学 19 10.7 空 運 業 1 1.0

医 薬 品 12 6.8 倉庫 ・運輸関連業 12 11.4

石油 ・石炭製品 3 i.7 通 信 業 1 1.0

ゴ ム 製 品 i 0.6 卸 売 業 12 11.4

ガラス・土石製品 10 5.6 小 売 業 6 5.7

鉄 鋼 1 o.s 銀 行 業 23 21.9

非 鉄 金 属 5 2.8 証 券 業 0 o.o

金 属 製 品 7 4.0 保 険 業 6 5.7

機 械 zi 11.9 その他金融業 0 o.o

電 気 機 器 32 18.1 不 動 産 業 3 2.9

輸 送 用 機 器 25 14.1 サ ー ビ ス 業 21 20.0

精 密 機 器 9 5.1 そ の 他 10 9.5

そ の 他 製 品 11 6.2 (無回答) 5 一

(無回答) 6 一 (合 計) iio 100.1

(合 計) 183 100

この表からも窺 えるように,製 造企業の場合には電気機器や輸送用機器,機

械,化 学 といった産業に回答企業が多 く,非 製造企業の場合には銀行業,サ ー

ビス業,倉 庫 ・運輸関連業,卸 売業な どの業種 に回答企業が多い8。 これらの

業種においては新技術の導入が比較的進展 しているもの と類推されよう。また

製造企業と非製造企業を比較するにあたって,そ れぞれの内訳が主としてこれ

らの業種 によって占められていることには留意する必要があるであろう。

アンケー ト調査の質問項 目は,① 経営環境について ② 新技術の導入 目的

について ③ 作業組織(現 業部門)へ の影響について ④ 管理組織(管 理部

8)非 製造企業における有効回答率の合計が完全に100%と な っていないのは,四 捨五

入した数値を合計 したことによっている。
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門)へ の影響について ⑤ 人事 ・労務管理制度の変化について の5部 構成に

なっている。まず経営環境の変動が企業の作業組織へ影響を及ぼ し,そ れを受

けて作業組織を管理 ・統制するところの管理機構 も何 らかの変化が促される。

これらの組織構造の変化を受けて,企 業の人事 ・労務管理制度 も次第に変化 し

てゆ くであろう,と いった概略このような仮説により,こ のような質問構成に

したのである9。

既述のように,従 来の経営労務論は主として製造企業を中心 としてその概念

や理論の構成がなされていたため,既 存の経営労務論上の諸概念をそのままア

ンケー ト調査に適用 したのでは,実 務的に我 々の意図がうまく伝わ らないおそ

れがあった。そこで製造企業 と非製造企業 とでは,同 一の質問内容を尋ねるに

して も,い くつかの質問項 目については,表 現上若干の工夫を加 える必要が

あった1°。

まず 「新技術」の定義に関 して,製 造企業では次のような定義をアンケー ト

用紙の表紙に記載 した。即ち,ア ソケー トを回答するにあたって想定すべき「新

技術」 とは,

1.エ レク トロニクスを応用 した 自動 制御機 器(マ イクロ ・コンピ ュータ ,

シー ケンス電子回路 な ど)を 組 み込 んだ 自動 化生産 シス テム;例 えば,産

業用 ロボ ッ ト,NC/CNC機,MC(マ シニ ング ・セン ター),FMS(NC,

MC,ロ ボ ッ ト,自 動搬送装置 な どが連結 されて コン ピ ュータ制御 が行な

われ る生産 システム),CAD/CAM(コ ソ ピ ュー タ支援設計 ・製造 システ

ム),プ ロセス ・オ ー トメーシ ョソ,CIM(コ ン ピ ュー タによ る統合生産

9)質 問票の構成はプロジェク ト・メンバー全体での討議に基づいた共同作業の結果で

あるが,と りわけ新技術の定義に関 しては庄村が,作 業組織については庄村及び森

田が,管 理組織については上林が,人 事 ・労務管理制度については竹林が,そ の他

の項目及び全体の調整については奥林がそれぞれ中心的に担当した。

10)実 際の質問票調査の表現については,奥 林 康司 ・庄村 長 ・竹林 明 ・森田 雅也 ・

上林 憲雄 共著[1994],前 掲書,付 録1の 「新技術が企業組織構造に与える影

響に関するアンケー ト 【製造企業版】」本体,及 び付録2の 「同アンケー ト 【単純

集計結果】(製造企業版 ・非製造企業版)」 を参照願いたい。



72
研 究 年 報XXXXI

システム)な ど

2コ ンピュータ ・情報通信技術を利用 して業務処理を行なう情報システ

ム;例 えば,大 型コンピュータ,大 型 コソピュータに連結 した端末装置,

単体で利用されるオフコン ・パソコン,LAN(構 内ネッ トワーク)・VAN

(付加価値通信網)・WAN(広 域ネ ットワーク)な どの情報通信システム,

POS(販 売時点情報管理システム),SIS(戦 略的情報システム)な ど

であると指定 した。この定義からもわかるように,1で はマイクロエレク トロ

ニクスを主体とした生産技術 ・製造技術が中心として定義されており,2で は

コソピュータや情報システムを主体 とした情報通信技術が中心 として定義され

ている。非製造企業においては,む しろ2の 情報通信技術の方が中心的な役割

を果た していると思われるため,非 製造企業に送付するアンケー トは1と2の

順序を入れ替え,非 製造企業の担当者にも新技術の具体的内容がイメージされ

やすいように工夫 した。

経営環境については,質 問票を回答する事業所が自らの経営環境をどのよう

に把握 しているかを知ることを目的 として質問項 目が設定された。市場の多様

性,技 術面での共通性,新 製品の開発頻度,需 要予測の可能度のそれぞれにつ

いて,5年 前 と現在 とで どの ように異なるかを質問項 目として設定 したのであ

る。その際,製 造企業では 「製品」,「生産技術」などの用語を使用 したのに対

し,非 製造企業ではそもそもこれらの用語が当てはまりにくいことも考慮 し,

それぞれ 「サービスまたは主要な取扱商品」,「技術」な どの用語に適宜変換 し

て質問項 目を作成 した。

新技術の導入 目的に関 しては,非 製造企業においては 「納期短縮」などそも

そも当てはまりにくい と思われる選択肢 も中には含まれているものの,複 数の

選択肢からの2個 選択であるので,そのまま全 く同一の内容の質問項目とした。

製造企業 と非製造企業 とで質問項 目の表現を最も大きく変える必要があった
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のが,作 業組織への影響についてである。まず非製造企業ではそもそも 「作業

組織」なる概念そのものが存在 しないかも知れない。 しかし管瑾部門の指揮下

で第一線で作業に従事する部門は確かに存在 している。我々はこの製造企業の

「作業組織」に対応する非製造企業での概念を 「現業部門
」 と表現することと

した。次に,製 造企業版では製品の生産方式が単一品種大量生産型から多品種

少量生産型へとシフ トしているか否かを確認するために,個 別受注生産 ・小

ロッ ト生産 ・大ロット生産 ・単一品種大量生産 ・装置型大量生産の5項 目を設

け,そ のそれぞれの割合が5年 前 と現在 とで どのように変化 しつつあるのかを

尋ねた。非製造企業版においてはこの 「生産方式」に対応する概念を,「顧客

への対応の仕方」 という形で質問することとした。つまり,5年 前と比 して ヨ

リきめ細かな顧客対応志向になっている場合をいわば小ロッ ト化志向 として,

また ヨリー括対応志向 となっている場合を大ロッ ト化志向として,そ れぞれ把

握することとしたのである。また,新 技術の具体的内容やシステム化の程度を

尋ねた質問項 目に関しても,製 造企業版 と非製造企業版 とでは大 きく違ったも

の とした。製造企業版 では,新 技術の具体的 内容 を尋ね るに当た って,

NC・CNC,MC・DNC,CAD,FMS,CIMな どといった技術的統合度の小さ

いものから順に選択肢を掲げ,そ こから選択 してもらうようにしたのに対 し,

非製造企業版では,必 ず しも技術的統合度の順序が現段階では明確ではないこ

とにも鑑み,各 事業所で用いられている新技術を記入 してもらうという,自 由

記載項 目の体裁を とった11。また非製造企業版においては,新 技術のシステム

化の程度についても同様の理由から割愛せざるを得なかった。さらに製造企業

版における生産工程上の変化について尋ねた質問項 目に関 しても,非 製造企業

版では特に対応する質問項 目を設けなかった。従ってこれらの項 目に関 しては,

製造企業 と非製造企業 との比較対象は行なうことは不可能である。そのほかの

11)こ の点は,我 々がこれまで主 として製造企業の調査に携わってきており,非 製造企
業の新技術に対する知識があまりなかったという事情にも起因 している。
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変更点 としては,製 造企業版では 「作業者」 ・「現場作業者」な どという用語

を用いた部分を,非 製造企業版においてはそれぞれ 「従業員」 ・「一般従業員」

な どの表現に変えることとした。

管理組織への影響については,製 造企業版 と非製造企業豚 とで質問項 目は殆

ど同一の ものを使用 した。これは,い ずれの場合にも基本的に管理部門は存在

していること,質 問内容自体 もいずれの企業において も基本的に妥当 しうるこ

とな どの理由によっている。変更点といえば,製 造企業版の 「管理組織」 とい

う表現を 「管理部門」としたこと,ま た情報へのアクセス可能性を尋ねた質問

項 目において,「 生産情報」が非製造企業では想定 されないことに鑑みこれを

削除 したこと,ま た同 じ質問項 目において製造企業版の 「販売情報」を非製造

企業では 「営業情報」に変えたこと程度である。

人事 ・労務管理制度の変化についても,管 理組織への影響 と同様,基 本的に

質問内容が製造企業 ・非製造企業のいずれの場合にも妥当 しうることから,殆

ど同一の質問項 目となっている。若干の表現上の相違 としては,製 造企業版で

は主 として 「労務管理制度」という表現を用いたのに対 し非製造企業版では主

として 「人事管理制度」 と表現 したこと,ま た製造企業版における 「技能職」

の概念を表わすのに非製造企業版では 「現業職」という表現を用いたこと,こ

の二点である。

皿.比 較分析の視角

製造企業 と非製造企業を比較分析するといっても,質 問票調査か ら出てきた

結果の各項 目を単に比べてみるだけでは望ましい分析結果は出てこない。比較

分析をするにあたっての何 らかの仮説や分析視点が必要である。本稿での比較

分析のための仮説ない し視点は,大 まかに言って次の三点にま とめることがで

きる。
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第一の仮説は,従 業員が実際に作業に従事するに当たって,製 造企業の方が

非製造企業に比 して相対的に高い精度(作 業の厳密性)が 要求されるのではな

いか,と いうことである。周知のように,製 造企業においては製品(ア ウ ト

プッ ト)を 製造するにあたり,寸 分の狂いもない生産プロセスの管理が要求さ

れる。例えば,我 々の行なったヒヤ リング調査においても,LSIの 設計 ・製造

に携わっているA社 の某工場においては,極 めて厳密な製品精度が必要なた

め,海 辺 という不利な立地条件(塩 分を多量に含んだ浜風が吹 くためLSIの

製造には致命的である)を 克服するため工場内を極めて完成度の高いクリーン

ルームにする必要があったことが明らかにされた。また自家用乗用車を製造 し

ているB社 の某工場では,製 造部長からの説明で 「モノづ くりの世界はやは

りきっち りした製品を作 ることが全ての基本 となる」 という説明がなされた。

これらの例は,製 造企業における高精度のアウ トプッ トの必要性を暗に示唆 し

ている。逆にこれらの生産物の製造に直接携わることのない営業活動が中心 と

なる非製造企業においては,決 してルーズに仕事に従事 してよいわけではない

にせよ,アウ トプットを出すにあた り製造企業ほ どの高い精度は要求されない。

この点は,非 製造企業が元来人間への依存度が高 く労働集約度が高いこととも

関係 しているかも知れない。いずれにせよここで主張 したい点は,製 造企業に

おいては必要 とされる製品の精度が高 く,非 製造企業では概 して相対的にそれ

ほど高 くはない,と いう仮定である12。

従って第二に想定される点は,こ の ような製造企業におけるアウ トプッ トの

精度の相対的高位性を考慮 した場合,製 造企業では相対的に厳格でタイ トな管

理体系が必要 となり,逆 に非製造企業においては比較的緩慢でルースな管理体

系となるのではないかという仮説である13。つまり製造企業では,精 度の高い

12)こ の 点 に 関 して は,拙 稿[1993】,「 新 技 術 と組 織 構 造 ダ イ ハ ツ 工 業(株)

の 事 例 研 究 一 」 神 戸 大 学 経 営 学 部 ワ ー キ ソ グ ペ ー パ ーNo.9336,9～10頁,

参 照 。

13)同 上 稿,10～11頁,参 照 。
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製品を作る必要性からして,隅 々まで行き届いたきっち りした体系的管理が必

要であ り,逆 に非製造企業では,各 自の主体性 ・自主性をある程度重ん じた,

自由裁量の余地の高い管理体系 となっているのではないか,と いうことである。

このことは何 も,非 製造企業において従業員の管理にあたり自由放任の状態で

あることを仮定 しているのではない。あ くまで相対的に製造企業 と比 して,非

製造企業では現場に任せる志向が強いという可能性を想定 しているのである。

換言するならば,非 製造企業の方が作業の標準化の程度がヨリ小さい,と いう

ことを仮定 しているのである。

比較分析を行なうに際 しての第三の仮説は,現 場の作業組織 とそれを管理す

る管理組織 という視点か ら製造企業及び非製造企業を比較 してみた場合,管 理

組織 レベルよりも現場の作業組織 レベルの方が ヨリ大 きな差異が観察されうる

のではないかという仮説である。なぜなら,管 理組織 レベルにおいては,製 造

企業 ・非製造企業 ともに同 じ 「管理」 という仕事に従事することが主たる任務

であるため似通った組織体系になると考えられるし,逆 に現場の作業組織 レベ

ルでは製造企業 と非製造企業とではそもそも職務の性格が全 く異なるため,組

織体系 も大きく異なるのではないか と考えられるためである。

これらの分析視点を念頭に置きながら,次 節以下で順次アンケー ト調査の結

果を検討 してい くことにしよう。

N.経 営環境の認識の相違

新技術が組織構造や職務内容にいかなる影響を及ぼ しているかを調査するに

先立 って,我 々はまず,質 問票を送付 した各事業所が,自 らの経営環境をどの

ように認識 しているのかについて尋ねてみた。なぜな ら,こ の経営環境の認識

の違いが組織構造,と りわけ外界 と直接的接触のあると思われる作業組織 レベ

ルにかな りの影響を及ぼしているかも知れない,ま たこの認識の相違により新
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技術の導入 ・影響がある程度左右されるかも知れない,と 考えたためである。

経営環境の認識の指標 として採用 したのは,製 品(商 品)市 場の多様性,技 術

面での共通性,新 製品(新 商品)の 開発頻度,需 要予測の確実性の4項 目であ

る。 この4項 目について,5年 前の状況と現在の状況(回 答時点は1993年8

月31日 現在)と をそれぞれ回答 して もらった。次の表2-1,表2-2は 単

純集計結果を,ま た表2-3,表2-4は 記述統計量及び統計的検定の結果を

それぞれ示 している。

表2-15年 前の経営環境の認識(単 純集計結果)

(1)製 品・商品市場の多様性

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

共 通 中程度
'異 質

製造企業 11.Ol28.2115.5
19.3

16.oI5.514.4
54.7 25.9

非製造企業 9.6124.ol19.2
14.4

17.319.615.8
52.8 32.7

(無回答)

2

6

② 技術面での共通性

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)i7(非 常に)

共 通 中程度 異 質
製造企業 8.4121.8125.1

25.7
15.613.4[0

55.3 19.0

非製造企業 10.9121.8121.8
32.7

9.gI3.oio
54.5 12.9

(無回答)

4

9

(3)新 製品・新商品の開発頻度

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

低 い 中程度 高 い

製造企業 7.3111.2124.6
30.2

18.415.612.8
43.1 zs.a

非製造企業 8.7116.3121.2
28.8

14.417,712.9
46.2 25.0

(無回答)

4

6

〔4}需要予測の確実性

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)[6(か なり)17(非 常に)

確 実 中程度 不確実

製造企業 1.1119.2124.7
39.0

11。014.410.5

45.0 15.9

非製造企業 3.8122.ll23.1
41.3

4.813.81i.o
49.0 9.6

(無回答)

1

6

(注)但 し,表 中の数値 は有効回答率を示 し,単 位は%。 欄外の 「無 回答」 の数値 は実数値 を示す。

この点 は単純 集計結果の表に関 しては以下全て 同 じ。
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表2-2現 時点での経営環境の認識(単 純集計結果)

(1)製 品・商品市場の多様性

1(非常に)12(か なり)3(少 し) 9 ・(少し)16(か なり)17(非 常に)

共 通 中程度 異 質

製造企業 7.7121.015.5
zi.o
19.310.515.0

44.2 34.8

非製造企業 7.6117.1113.3
10.5

19.OI23.818.6

38.0 51.4

(無回答)

2

5

② 技術面での共通性

1(非常に)12(か なり)3(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)7(非 常に)

共 通 中程度 異 質

製造企業 7.8119.OI23.5
26.3

17.36.10

50.3 23.4

非製造企業 7.820.618.6

27.5
19.65.90

47.0 25.5

憮 回答>

4

8

㈲ 新製品・新商品の開発頻度

1(非 常に)2(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)6(か なり)7(非 常に)

低 い 中程度 高 い

製造企業 2.8116.2114.0

29.6
24.OI10.612.8

33.0 37.4

非製造企業 4.7112.3112.3
27.9
27.9114.21.9

29.3 43.5

(無回答)

4

9

(4)需 要予測の確実性

1(非常に)1・(か なり)3(少 し) 4 ・(少し)・(か なり)レ ㈱ に)

確 実 中程度 不確実

製造企業 1.1116.5127.5
30.2

19.84.90

45.1 24.7

非製造企業 3.813.225.5
32.1

23.61.90

42.5 25.5

(無回答)

1

4
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表2-3 5年前の経営環境の認識(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 N 平均値 標準偏差 N

製品市場の多様性 3.3536 豐 携差118、 3.7569 i.pis 104 一1 .09

技術面 の共 通性 3.2849 1.291 179 3.1782 i.a7s 101 .67

新製品 開発 頻度 3.6927 1.386 179 3.5865 1.485 104 .61

需要予測の確実性 3.5495 1.120 182 3.3654 1.166 104 1.32

(注)各 項 目とも7点 尺度 で測定 し,「製品市場 の多様 性」 につ いては 「1;非 常 に同質 的 一4;中

程度 一7;非 常 に異質的」,「技術面 の共通性」については 「1;非 常 に共 通一4;中 程度 一7;

共通性 は全 くない」,「新 製品 開発頻度」 について は 「1;非 常 に低い 一4;中 程度 一7;非

常 に高い」,「需要予 測の確実性 」につ いては 「1;非 常に確実 一4;中 程 度一7;全 く予想

で きない」 として測定 した。従 って各項 目とも平均値 のポイ ソ トが高 いほ ど経営環境 が多様

であ る との認識 が強い ことを示 している。t一 検定量 については 「製造企業」 と 「非製造企業 」

との平均値 の差 に関す る検定を行な った結果で ある。

表2-4現 時 点 で の経 営環 境 の認 識(記 述 統 計 量 及 びt検 定 結 果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量.平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

製品市場の多様性 3.7459 1.644 isi 毎.2190 1.845 105 一2 .24**

技術 面 の共通性 3.4469 1.350 179 3.4804 1.377 102 一 .20

新製 品開 発頻度 3.9888 1.402 179 4.1038 1.434 106 ..

需要予測の確実性 3.6593 1.149 182 3.6415 1.148 ios .13

(注)測定方法については表2-3と 全く同一であり,t検 定の有意水準は**P<.05で ある。

全般的傾向 としては,製 造企業 ・非製造企業 ともに,5年 前 と比較すると製

品市場の多様化が進展 し,技 術面での共通性が減少 し,新 製品の開発頻度は高

くなり,需 要予測の不確実性は増大 していることが表2-1及 び表2-2よ り

窺える。いずれの企業においても経営環境の流動化が認識されているといえる

であろう。製造企業 ・非製造企業の間で統計的有意な差異が認められる項 目は,

現時点での 「製品市場の多様性」である。つまり,非 製造企業の方が自らの属

している市場をヨリ異質な もの として把握 している。他の項 目については統計

的有為な差異の認められるものはないが,と りあえずt値 の大きさから判断す

ると,5年 前時点での 「需要予測の確実性」及び 「製品市場の多様性」である。

その他の項 目については製造企業 と非製造企業で殆 ど差異は認められない。経

営環境全体 としてみれば,5年 前時点では製造企業 ・非製造企業間での差異は

殆どなかったが,現 時点では非製造企業の方が多少,経 営環境が流動的である

という認識が増えつっあることが示されている。
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V 新技術の導入目的の相違

では新技術はいっ牟い どのような 目的で導入されるのであろうか。次の表

3-1は,我 々の掲げた新技術の導入 目的12個 の選択肢の中から2項 目を選

択 してもらった結果を示 している。また表3-2で は,そ れぞれの選択肢が選

択されなかった場合には0ポ イン ト,選択された場合には1ポ イソ トを付与 し,

その平均値を求めて製造企業 と非製造企業 とでどの項 目に統計的有為な差異が

認められるかを示 したものである。

表3-1新 技術の導入 目的(単 純集計結果)

＼ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 無回答

製 造 企 業 49.2 50.8 正0.9 9.3 31.1 21.9 10.9 1.1 3.3 2.2 4.9 1.6 0

非製造企業 17.9 63.2 5.7 9.4 .; 53.6 11.3 4.7 6.6 1.9 2.8 0.9 4

(注)但 し以下の項 目か ら2項 目の選択 。

1.コ ス トダウ ソ2.省 力化

3.納 期短縮4,変 化 に対応で きる柔軟な システム化

5.品 質向上6.コ ソピ ュー タに よる情報 の有効 な管理 ・活用

7.新 しい事業機会 の創 出8.人 間 と機 械の調和 ・人的資源 の活用

9.職 場環境の改善10.組 織 の簡素化

11.技 能の不要化12,そ の他

表3-2新 技 術 の導 入 目的(記 述 統 計 量 及 びt検 定 結 果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定 量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

コ ス ト ・ ダ ウ ソ .4918 .501 183 .1792 .385 106 5.54***

省 力 化 .5082 .501 183 .6321 .485 106 一2 .05**

納 期 短 縮 .1093 .313 183 .0566 .232 106 一1 .51

柔軟なシステム化 .0929 .2si 183 .0943 .294 106 一 .04

品 質 向 上 .3115 .464 183 .1981 .400 106 2.10**

情報の有効管理 ・活用 .2186 .414 183 .5660 .498 ios 一6 .37***

新事業機会の創出 .1093 .313 183 .1132 .318 106 一 .10

人 と機械 の調 和 .0109 .104 183 .0472 .213 106 一1 .94*

職場 環境 の 改善 .0328 .179 183 ,0660 .250 106 一1 .31

組 織 簡 素 化 .0219 .147 183 .0189 .137 106 .17

技 能 不 要 化 .0492 .217 183 ..0283 .167 106 .86

そ の 他 .0164 .127 183 .0094 .097 106 .49

(注)当 該選択肢 が選択 されなか った場合 には0ポ イン ト,選 択 された場合 には1ポ イン トを付与 し

て算 出 した。質 問項 目の正確な表現 につ いては表3-1を 参照の こと。t検 定 は製造 企業 と非

製造企業 の平均値の差 に関す る検定 で,そ の有意水準 は壌P<.10,<.p<.05>〉..p<.01

であ る。
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まず表3-1に よると,新 技術導入の上位3つ の目的は,製 造企業の場合に

は ① 「省力化」(50.8%),② 「コス ト・ダウソ」(49.2%),③ 「品質向上」

(31.1%)で あ り,非 製造企業の場合には ① 「省力化」(63.2%),② 「コ

ソピュータに よる情報 の有効な管理 ・活用」(53.6%),③ 「品質向上」

(.;%)で ある。従って,い ずれの場合にも 「省力化」及び 「品質向上」

が導入 目的 としてかな り重視されていることが窺える。但 し表3-2に よると,

これ らの選択肢を指摘 した率はかな り異なってお り,製 造企業においては非製

造企業 と比 して 「コス ト・ダウソ」及び 「品質向上」が相対的にかなり重要視

されており,ま た非製造企業では相対的に 「コンピュータによる情報の有効な

管理 ・活用」,「品質向上」,「省力化」及び 「人間と機械の調和,人 的資源の活

用」といった諸 目的が製造企業よりも重視されていることが窺える。同じ新技

術といっても製造企業 と非製造企業 とではその導入の目的がかな り相違 してい

ることが窺えるであろう。即ち,し ば しば指摘されているように,製 造企業で

はコス トの削減が至上原理であるため新技術導入に際 してもそれが大きく指摘

され,逆 に非製造企業では,む しろ情報を有効に活用することによって営業活

動が営まれており,そ れを目指 した新技術導入が多いことが示唆されている。

W.作 業組織 ・現業部門への影響の相違

作業組織(現 業部門)に 関する我 々の質問項 目は,大 きく分けて ① 生産

方式(顧 客への対応の仕方)の 変化,② 人員構成面での変化,③ 組織構造の

変化,④ 職務内容の変化 の4つ の部分から構成されている。これらの項 目の

それぞれについて,以 下で順次検討 してみよう。

W.1.生 産方式及び顧客への対応方法

既述のように,製 造企業における 「生産方式の変化」は非製造企業において
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は 「顧客への対応の仕方の変化」として尋ねられている。製造企業については,

個別受注生産,小 ロッ ト生産,大 ロット生産,大 量生産,装 置生産の各生産方

式がそれぞれ5年 前 と比 して どの程度増加 ・減少 したかを尋ねたのに対 し,非

製造企業については,顧 客への対応の仕方が5年 前時点 と現時点 とでそれぞれ

どの程度 きめ細かであるか,ま たは一括対応であるかを尋ねたのである。従っ

て,統 計的分析手法に基づいた製造企業 と非製造企業の直接的な比較は困難で

ある。次の表4-1及 び表4-2は この点に関する単純集計結果のみを示 した

ものである。

表4-1各 生産方式で生産 している製品種類の変化(製 造企業のみ,単 純集計結果)

＼
1(30%以 上)12(20-30%)13(5-20%) 9(5%未 濁 5(5-20%)16(20-30%〕17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

個別受注生産 ・・619.9141.8
28,8

3.55.30.6

61.8 9.4

小ロット生産 2.326.345.0
19.9

5.80.60

73.6 6.4

大ロット生産 03.012.6
34.1

33.513.23.6

15.6 50.3

大量生産 04.29.1
41.2

30.313.31.8

13.3 45.4

装置生産 02.910.9
49.6
23.410.912.2

13.8 36.5

(無回答)

13

12

16

18

46

表4-2顧 客への対応の仕方(非 製造企業のみ,単 純集計結果)

1(非 常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

一 括 し た 対 応
中程度 き め 細 か な 対 応

5年 前 1.99.89.6
31.7

25.016.310.6

16.3 51.9

現 在 00.915.7
16.0

24.591.511.3

6.6 77.3

(無回答)

6

4
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表4-1よ り,製 造企業においては個別受注生産及び小ロッ ト生産による製

品種類が5年 前 と比 して増大傾向にあり,逆 に大ロッ ト生産,大 量生産,装 置

生産による製品種類はむ しろ減少 しつつあることが窺える。他方,表4-2か

ら非製造企業においては,5年 前に比べてかな り顧客への対応がきめ細か く

なっており,一 括対応は少な くな りつつあることが窺える。これ らの ことから,

新技術システムのもとでは多品種少量生産方式が主たる生産方式 とな りつつあ

り,そ れは製造企業 ・非製造企業のいずれにおいてもほぼ事情は同じであるこ

とが窺える。従って,こ と生産方式に関する限 り,製 造企業 と非製造企業 とで

そう大きな差異は認めることができない。

V[.2.人 員構成

新技術の作業組織現場への導入に伴い,職 場'4の人員構成 も変化することが

予測される。次の表5-1は その様子を示 したものである。また表5-2で は

製造企業 ・非製造企業それぞれの平均値を算出し,統 計的に有意な差異が認め

られるか否かの検定結果が示されている。測定 したのは,職 場全体の人員構成,

パー ト・タイマー等非正規従業員,テ クニシャン15の3項 目についてである。

これ らの表によると,職 場全体の人員構成については製造企業 ・非製造企業

ともに減少傾向にあることが確認される。但 し,そ の減 り方は製造企業の方が

非製造企業に比 して統計的有意に大 きい。パー ト等の非正規従業員についても,

非製造企業では増加傾向が示されているのに対 し,製 造企業では減少傾向が顕

著である。テクニシャンについてはいずれの場合にも増大傾向が表われてお り,

製造企業 ・非製造企業間の統計的有意な差異は認められない。

14)こ こでの 「職場」は,質 問票を送付 した各事業所において,新 技術の導入が最 も進

展 している職場を回答の前提 として回答 してもらった。

15)ア ソケー トにおいて 「テクニシャン」 とは,「 生産ラインの稼働 ・調整 ・メンテナ

ンス ・改善などのできる高度な技能労働者,あ るいは生産ラインのプログラミソグ

ないしメソテナソス専門職に従事する要員」と定義されている。
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表5-1新 技術導入による職場の人員構成の変化(単 純集計結果)

(1)職場全体

＼ 1(30%以 上)12(2。-30%)13(5-20%) 4(5%未 満) 5(5-20%)16(2。-30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 1.91.31.9
39.0

37.113.25.7

5.1 56.0

非製造企業 1.17.68.7
53.3

20.75.43.3

17.4 29.4

(無回答)

29

is

② 非正規従業員(パー ト・タイマー等)

＼ 1(30%以 上)12(20-30%)13(5-2。%) 4(5%未 瀚 5(5-20%)16(20-30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 2.63.49.4
53.0

23.96.80.9

15.4 31.6

非製造企業 2.75.511.0
69.9

6.801.1

19.2 10.9

(無回答)

66

37

(3}テ クニ シャン

＼ 1(30%以 上)12(20-30%)13(5-20%) 4(5%未 満) 5(5-20%)16(20-30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 5.313.026.3
57.1

7・51・ ・81・

34.6 8.3

非製造企業 8.214.911.5
59.0

13.11.61.6

24.6 16.3

嘸回答)

50

49

表5-2新 技術導入による職場の人員構成の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業 t一 検定量
平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

職 場 全 体 4.7044 1.077 159 4.1413 1.095 92 3.97***

非 正 規 従 業 員 4.1624 LO17 iii 3.8904 11: 73 1.80*

テ ク ニ シ ャ ン 3.6090 .903 133 3.7541 1.164 61 一 .95

(注)各 項 目とも 「1;30%以 上の増大,2;20%以 上30%未 満の増大,3;5%以 上20%未 満

の増大,4;5%未 満の増 減,5;5%以 上20%未 満の減少,6;20%以 上30%未 満 の減

少,7;30%以 上 の減少」の7点 尺 度で測定 した。t検 定は製造企 業 と非製造企業 の平 均値

の差についての検定 で,そ の有意水準 は 巾P<.10,...P<.01で あ る。

また,次 の表6-1及 び表6-2は,職 場 レベルではな く事業所レベルでの

人員構成の変化をみたものである。事業所全体 レベルでは,エ ンジニア,テ ク

ニシャン,現 場作業者 ・一般従業員,事 務職員(管 理職を含む)の4項 目につ

いて測定 された。
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表6-1新 技術導入による事業所全体の人員構成の変化(単 純集計結果)

(1)エ ンジニア

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 瀚 5(5～20%)[6(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 0.614.3127.0
59.5

8.OIO.610
31.9 8.6

非製造企業 1.414,1117,8
67.1

6.812.710
23.3 9.5

(無回答)

20

37

② テクニシャン

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) 5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 ol3.2126.8
62.4

7.olO.610
30.0 7,6

非製造企業 3.gl5.3125.0
59.2

5,311,310
34.2 6.6

(無回答)

zs

34

(3)現 場作業者・一般従業員

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) 5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 oI1.315.0
33.8

46,gI12.510.6
6.3 60.0

非製造企業 1,lIl.115.4
66.7

22.613.210
7.6 25.8

(無回答)

23

17

(4)事 務職員

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 瀚 5(5～20%)【6(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 0.610112.7
67.3

16,4[3,010
13.3 19.4

非製造企業 2.llol6.3
67.4

23,211.110
8.4 24.3

(無回答)

18

15

表6-2新 技術導入による職場の人員構成の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

エ ソ ジ ニ ア 3.7178 .724 163 3.8219 .788 73 ..

テ ク ニ シ ャ ン 3.7516 .657 157 3.5789 .868 76 1.69*

現 場 作 業 者 4.6625 .831 160 4.1828 .722 93 4.64***

事 務 職 員 4.0788 .: 165 4.1368 .724 95 一 .65*

(注)各 項 目とも 「1;30%以 上の増大,2;20%以 上30%未 満の増大,3;5%以 上20%未 満

の増大,4;5%未 満 の増 減,5;5%以 上20%未 満の減少,6;20%以 上30%未 満の減

少,7;30%以 上 の滅少」 の7点 尺度で測定 した。t検 定は製造 企業 と非製造企業 の平均値

の差 についての検 定で,そ の有意水準は 串P<.10,...P<.ofで あ る。
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これ らの表によると,エ ンジニアに関 しては,製 造企業 ・非製造企業の区別

な くいずれ も増大する傾向がみられる。また事務職員に関 して も,製 造企業 ・

非製造企業 ともにやや減少する傾向がみられる。製造企業 と非製造企業の間で

大きな差異がみられるのは,現 場作業者 ・一般作業員及びテクニシャソについ

てである。即ち,現 場作業者 ・一般作業員に関 しては製造企業の方がヨリ減少

傾向が強 く表われているし,ま たテクニシャンについては非製造企業の方が多

少増大傾向が強 く表われている。職場 レベルにおいて,テ クニシャンに関 して

製造企業 と非製造企業 とで統計的有意な差異が認め られなかったの とは対照的

な結果 となっている。

V【.3.組 織構造

作業組織 ・現場作業 レベルで組織構造を測定する指標 として採用 したのは,

職場の業務が個人ごとに割 り当てられるか,そ れ ともチームごとに割 り当てら

れるのかという点,つ まりチーム型作業組織を採用 しているか否か という点で

ある。個人ごとに業務が割 り当てられる場合は,い わゆるテイラー主義的な作

業組織構造 に近 く,逆 にチーム全体で職場の業務を担当 している場合には,業

表7-1作 業組織構造(単 純集計結果)

チ ー ム 型 作 業 組 織 1人一1職務型作業纖

1 2 3 4

製造企業
6.7 31.3 54.6

7.4
92.6

非製造企業
5.9127.550.0

16.7
83.4

(注)1.職 場の業務はチーム作業 として全員に等 し く与 え られる。

2.職 場の業務は ある程度 同質な作 業に分割 され,そ れが各チームに分配 され る。

3.職 場の業務 はあ る程度 同質な作業 に分割 され るが,各 チーム間 の相互援助 あるいは ロー

テー シ ョソが行 なわれる。

4.職 場の業務 は各個人毎 に割 り当て られ,ロ ー テーシ ョンは行なわれな い。
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表7-2作 業組織構造(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業

t一 検定量
平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

.9264 .262 163 .8333 .375 102 2.38**

(注)回 答番号1,2,3が 選 択 された場合 には1ポ イン ト,回 答番号4が 選択 された場合 には0ポ

イ ソ トをそれぞれ付与 して算出 した。t検 定は製造企業 と非製造企業の平均値 の差 についての

検定で,そ の有意水準 は 料P<.05で ある。

務の分配構造がヨリ柔軟で 「柔構造組織」isの持つ特徴にヨリ近い もの と想定

される。次の表7-1は その単純集計結果を示 しており,また表7-2で はチー

ム型作業組織が採用されている場合に1ポ イン ト,採 用されていない場合には

0ポ イン トをそれぞれ付与 して平均値 を算出し,製 造企業 と非製造企業の間に

統計的有意な差異があるか否かを検定 した結果である。

表7-1に よると,製 造企業 ・非製造企業 ともに8割 以上の企業が何 らかの

形でチーム型作業組織を採用 してお り,個 人ごとに職務を割 り当てる形の 「1

人一1職 務型作業組織」はかな り少数である17。 しか し表7-2に よる と,製

造企業の方が非製造企業 と比 して統計的有意な差異でもってチーム型作業組織

を採用 していることが窺える。非製造企業では個人ごとに業務が割 り当て られ

ることが製造企業に比べて多いという点が窺えるであろう。それゆえ,こ とチー

ム型作業組織の採用 という観点か ら作業組織構造を評価 しようとした場合に

は,製 造企業の方がヨリ柔軟な構造であると判断される。

V[.4.職 務内容

チーム型作業組織を前提すれば,職 務内容もかな り柔軟なものになることが

想定される。作業組織 レベルにおける職務内容の変化を表わす指標 として我々

が取 り上げたのは,ま ず第一に現場作業者(一 般従業員)の 全般的な職務内容

16)作 業組織における 「柔構造組織」の特徴に関 しては,奥 林 康司 ・庄村 長 ・竹林

明 ・森田 雅也 ・上林 憲雄 共著[1994】,前 掲書,第2章 を参照のこと。

17)非 製造企業において合計のパーセン トが100%に な らないのは,四 捨五入した数値

を合計 したことによっている。
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が単純化 したか複雑化 したか,第 二に彼 らの作業における自己判断の余地が狭

隘化 したか拡大化 したか,第 三には監督者による他部門との調整業務は減少 し

たか増大 したか,第 四には作業員相互間の社会的関係は孤立化 したか相互援助

化 されたか,第 五に現場作業者に対 して新たに求め られるようになった能力は

どのようなものか(特 に 「業務処理能力」と 「自己管理能力」に関 して選択肢

の中か らそれぞれ1項 目ずつ選んで もらった),そ して第六には職場における

最 も優れた現場作業者はどのような職務をこな し得るのか(オ ペレーティング

能力,メ ンテナソス能力,プ ログラミング能力な どの選択肢の中から自由選択

してもらった),こ の6点 である。次の表8-1は このうち第一か ら第四の職

務内容指標の変化方向をま とめた ものであ り,表8-2は 第五の,表8-3は

第六の変化の方向性をそれぞれまとめた ものであるi8。また表8-4と 表8-

5は これらのデータを特に製造企業 と非製造企業 とでどのような差異が見 られ

るかに関 してt検 定を行なった結果である'9。 このうち表8-5に おいては,

最 も優れた現場作業者がこな し得る職務数が選択肢中い くつあるのか(但 し選

択肢9番 「ティーチング」は非製造企業では質問しなかったため除外 してある)

についても最終行に示されている。

18)第 一 から第四までの変化 と第五 ・第六の変化は,実 際の質問票においてはそれぞれ

独立 した質問項 目として取 り扱っていたが,こ こでは便宜上これ らを一括 して職務

内容関係の指標 として取 り上げることに した。

19)第 五 の職務内容変化,即 ち作業者に新たに求められている能力については,業 務処

理能力群及び自己管理能力群の各選択肢群の中から一項目ずつを選択 してもらった

が,そ れぞれの選択肢間の関係が線形ではないため平均値 ・標準偏差等の記述統計

量及びt一検定量を敢えて算出していない。
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表8-1作 業組織レベルでの職務内容変化(単 純集計結果)

(1)現場作業者の全般的職務内容

＼ 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)1(非常に)1齢1)13(少 し)1

.変 複 雑化
製造企業 0.6}12.3136.8

10.4
35.OI4.910

49.7 39.9

非製造企業 1.011.932.7
19.8

25.717.911,0
45.6 34.6

(無回答)

zo

9

② 自己作業における判断余地

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

狭隘化 不変 拡大化
製造企業 0,619.8129,4

18.4 32.519.210
39.8 41.7

非製造企業 1.Ol2.0131.7
27.7

30。715.911.o

34.7 37.6

(無回答)

20

9

(3)監 督者の調整業務

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

増 大 不変 減 少
製造企業 019.9143.2

37.0
8.OlI.910

53.1 ,9.9

非製造企業 2.Ol9.9129.7
37.6

15.815.OIO
41.6 20.8

(無回答)

zi

9

(4)現 場作業者間の相互関係

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

孤立 化 不変 相互援助の強化
製造企業 oIi.ZI24.i

35.2
32.716.210.6

25.3 39.5

非製造企業 03.OI11.9
43.6

30.7i10.910
14.9 41.6

(無回答)

ai

9

表8-2

業務処理能力

現場作業者に新たに求められている能力(単 純集計結果)

＼ 1 2 3 4 5

製造企 業 50.9 20.0 14.5 13.9 o.s

非製造企業 82.8 4.0 5.1 7.1 1.0

(無回答)
18

11

自己管理能力＼ 1 2 3 4 5

製造企業 3.7 14.7 ., 14.7 0

非製造企業 19.2 27.3 31.3 21.2 1.0

(無回答)
20

11

(注)但 し,1～5の 各数値はそれ ぞれ次の項 目を示 す。
A。 業務処理能力 について

1.新 技術を操作す る能力(オ ペ レー ティング能 力)

2.新 技 術を保守 ・修理す る能力(メ ンテナンス能 力)

3.プ ログ ラムを組んだ り,修 正 した りする能 力(プ ログラ ミソグ能力)

4.異 常が生 じた場合にそれを処理す る能力

5.そ の他

B。 自己管理能 力について

L他 部 門 との コミュニケーシ ョン をはか り,情 報 を収集 する能 力

2.収 集 した情報を分析す る能力

3.状 況変 化に応 じ,何 をなすべ きか を自ら判断 する能 力

4.既 存 業務を見直 した り,再 編 した りする能 力

5.そ の他
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表8-3職 場で最も優れた作業者が担当可能な職務(単 純集計結果)

＼ オペ レーシ ョン メンテナソス プログラミソグ その他
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

製造企 業 78.0 67.2 52.2 63.7 48.9 27.2 20.0 44.4 35.6 67.8 3.9

非製造企業 84.2 82.8、 67.3 52.4 zo.s 13.9 28.7 33.7 * 25.5 4.5

(無回答)

9

3

(注)複 数 回答 あ り。*印 は質問 されなか ったこ とを示 す。

オペ レーシ ョン

1.機 械 の操作2.段 取 り3.監 視

メソテナンス

4.ト ラブル ・シ ューテ ィソグ5.周 辺設備 や器具の改善6.機 器の修繕

プログラ ミング

7.基 本 プログラムの開発8.プ ログラムの修 正 ・改善9.テ ィーチ ング

その他

10.品 質管理11.そ の他

表8-4作 業組織レベルにおける職務内容の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業 t一 検定量
平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

全般的 職務 内容 3.8160 1.198 163 3.8515 1.244 10王 一 .23

自己判 断の余 地 4.0000 1.202 163 4.0990 1.044 101 一 .68

監督者の調整業務 4.5123 .851 162 4.3267 1.078 101 1.55

作業者間相互関係 4.2037 .940 162 4.3663 .924 101 一1 .37

(注)各 項 目とも7点 尺度 で測定 し,「 全般的職務 内容」につ いては 「1;非 常 に単純化 一4;不 変
一7;非 常 に複雑 化」,「 自己判断の余地」 につ いては 「1;非 常 に狭隘化 一4;不 変 一7;非

常 に拡大化」,「監督者の調整業務」については 「1;非 常 に減少一4;不 変 一7;非 常 に増大」,
「作業者間相互 関係Jに ついては 「1;非 常 に孤立化 一4;不 変一7;非 常に相互援助強化」

と して算 出 した。 従って 「監督者の調整業務」 については逆転 済みスコアであ り,そ の結果各

項 目とも平均値 のポイソ トが高いほ ど職務 の柔軟化度 が高い ことを示 してい る。t検 定は製造

企業と非製造企業との平均値の差に関する検定を行なった結果である。

表8-5最 も優れた作業者のこなし得る職務(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

機 械 操 作 .7798 .416 168 .8421 .367 95 一i .zz

段 取 り .6722 .471 iso ,8280 .379 93 一2 .76***

監 視 .5222 .501 180 .6731 .471 104 一2 .50**

トラブル ・シューティング .6369 .482 179 .5243 .502 103鹽 1.86*

機 器 改 善 .4889 .501 180 .2059 .406 102 4.87***

機 器 修 繕 .2722 .446 180 .1386 .347 ioi 2.60***

プロ グラム開 発 .2000 .401 180 .2871 .455 101 一1 .66*

プロ グラム修 正 .4444 ,498 180 ・3366 .475 101 1.77*

品 質 管 理 .6775 .469 180 .2745 .448 102 7.05***

そ の 他 .0389 .194 180 .0500 .219 100 一 .44

こなし得る職務数 4.8623 2.444 167 4.1905 1.732 84 2.55**

(注)「 こな し得 る職務数 」以外の項 目については,当 該選 択肢 が選択 されなか った場合 には0ポ イ

ン ト,選 択 された場合 には1ポ イン トを付与 して算 出 した。質 問項 目の正確 な表現 について

は表8-3を 参照の こ と。 「こな し得 る職務数 」については,上 記項 目の うち平均 してい くつ

の職務 を こな すこ とが で きるのか を示 して いる。t検 定 は製造企 業 と非製造 企業の平均 値の

差に関す る検定 で,そ の有意水準は*P<.10,・ ・P<.os,*牌P〈.Olで ある。
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まず表8-1か ら,製 造企業 ・非製造企業ともに,現 場作業者の全般的職務

内容については単純化 ・複雑化の二極分化傾向にあ り,同 様に彼らの作業にお

ける自己判断余地についても狭隘化と拡大化の二極分解傾向が顕著に表われて

いることが窺える。現場監督者の調整業務については双方 とも増大化傾向が,

また現場作業者の相互関係については相互援助の強化傾向がそれぞれかな り明

瞭に表われている。 しかし表8-4か ら窺えるように,こ れらについては製造

企業 と非製造企業 との間で統計的有意に差異の認められる項 目は含まれていな

い。また表8-2か らは,製 造企業においてはオペレーティング能力や状況判

断能力がかなり求められるようになってお り,非 製造企業においてはそれらに

加えて情報収集能力や業務再編能力などもかな り必要 とされていることが窺え

る。表8-3か らは,職 場で最も優れた作業者は,製 造企業 ・非製造企業 とも

にオペ レーシ ョン関係の各職務をこな し得る場合がほ とん どであり,製 造企業

の場合はそれらに加えて トラブル ・シューティング,周 辺設備や器具の改善等

の職務をこなすことも可能であることが窺える。表8-5は これらの各職務に

関わる製造企業 と非製造企業との間の差異を見た ものであ り,特 に注 目すべき

大きな差異 としては製造企業では品質管理,機 器の改善及び修繕等のメンテナ

ンス職務を非製造企業 と比 してこな し得ると回答 した割合が統計的有意に高

く,非 製造企業では段取 りや監視等の職務について製造企業 よりもこなし得る

と回答 した割合が統計的有意に高 くなっていることが窺える。 これらの結果 と

して,最 も優れた現場作業者は製造企業では9個 の職務のうち平均 して4.86

個の職務をこなし得るのに対 し,非 製造企業ではその数は4.19個 であ り,製

造企業の方がむ しろヨリ複数の職務を一般作業者に対 して付与 している現実の

姿が窺える。概 して,作 業組織 レベルにおける全般的な職務内容変化を尋ねた

質問項 目(表8-1)で は製造企業 と非製造企業の間で有為な差異は確認され

に くい(表8-4)も のの,ミ クロ的な視点でどのような職務をこなし得るの

かについて尋ねた場合(表8-2,表8-3)に は,製 造企業 と非製造企業 と
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でかなり大きな差異が確認 されている(表8-5)。 このことは,全 般的な職

務内容変化の認識にはそれほ ど大きな差異がないものの,個 々の職務内容に関

しては,そ の具体的内容に製造企業 ・非製造企業の間でかなりの差異が存在 し

ていることを示唆 している。

皿.管 理組織 ・管理部門への影響の相違

管理組織 ・管理部門への新技術の影響については,我 々の質問項 目は ① 人

員構成の変化,② 情報システム関連の変化(シ ステム化の程度及び情報流通

量,情 報データベースへのアクセス可能性),③ 組織構造面での変化(特 に階

層型組織構造の動向に関わる点),そ して ④ 課長クラスの中間管理職の職務

内容変化に関わる項 目,こ の4つ の領域から構成されている。管理組織 レベル

では,新 技術の中でもとりわけ情報技術に関わる影響が昨今盛んに議論されて

いる状況に鑑み,情 報システムに関わる質問を豊富に設けた点が特徴である。

以下,こ れらの各々の領域について概観 してみよう。

丶矼.1.人 員構成

次の表m1は 管理階層別の人員構成が5年 前時点 と比 してどの程度変化 し

たのかを尋ねた結果である2°。また表9-2で は,こ の点に関わる製造企業 ・

非製造企業間の差異を統計的に検定 した結果が示されている。

20)本 来,管 理組織レベルにおいて組織階層を議論する場合,係 長クラス以上を指すの

が通常であるが,こ こでは作業組織レベルであるグループ ・リーダー及び現場監督

者クラスについても,管 理組織レベルとの比較が可能 となるため敢えて質問するこ

ととした。



表9-1

(1)グ ループ ・リーダー

新技術'と組織構造 ・職務内容

管理階層別人員構成の変化(単 純集計結果)

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) 5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 3.612.4119.8
64.1

8.411.810
25.8 10.2

非製造企業 2.413.61zs.s
59.5

6.OIoIO
34.6 6.0

② 現場監督者

＼ 1(30%以 上)12(20～30%〕13(5～20%) 4(5%未 瀚 5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 3.oI1.2113.3
72,1

9.71010.6
17.5 10.3

非製造企業 2.71L4118.9
70.3

5.401.4

23.0 6.8

㈲ 係長

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) ・5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 4.413.1115.7
61.6
13.810.610.6

23.2 15.0

非製造企業 3.312.2121.7
58.7

8.71z.213.3
27.2 14.2

㈲ 課長

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) 5(5～20%〕16(20～30%)i7(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 4.oIL7122.5
59.5

9.811.710.6
zs.z 12.1

非製造企業 4.gIz.0123.5
59.8

7.81012.0
30.4 9.8

㈲ 部長

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%〉 4(5%未 満) 5(5～20%)16(20～30%)[7(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 4.312.5111.0
72.4

7.410[2.5
17.8 9.9

非製造企業 5.211.oI13,4
74.2

5.21010
19.6 5.2

⑥ 部長を越える役職者

＼ 1(30%以 上)12(20～30%)13(5～20%) 4(5%未 満) 5(5～20%)16(20～30%)17(30%以 上)

増 大 不変 減 少

製造企業 1,gIo.615.6
85.6

4.41011.9
8.1 6.3

非製造企業 3.212.118.4
81.1

1.144.20
13.7 5.3

93

(無回答)

16

zs

(無回答)

18

36

(無回答)

24

18

(無回答)

10

8

(無回答)

zo

13

(無回答)

23

15
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表9-2管 理階層別人員構成の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検 定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

グ ル ー プ ・リー ダ ー 3.7665 ,850 167 3.6310 .757 84 1.24

現 場 監 督 者 3.8667 ・769 165 3.7838 .798 74 .76

係 長 3.8176 .934 159 3,8696 1.029 92 一 .41

課 長 3.7688 ・911 173 3.7157 .,. ioz .46

部 長 3.8589 .935 163 3.7010 .880 97 1.35

部長を越える役職者 3.9750 .682 iso 3.8305 .693 95 1.63

(注)各 項 目とも 「1;30%以 上の増大,2;20%以 上30%未 満の増大,3;5%以 上20%未 満

の増 大,4;5%未 満の増減,5;5%以 上20%未 満の減少,6;20%以 上30%未 満の減

少,7;30%以 上の 減少」の7点 尺 度で測定 した。t検 定 は製造 企業 と非製造企 業の平均値

の差 に関する検定であ る。

まず表9-1よ り,製 造企業 ・非製造企業 ともに,現 場作業者に最 も近いグ

ループ ・リーダーや現場監督者クラスから中間管理者である係長 ・課長クラス

にいたるまでは,か な り明瞭に人員数の増大傾向が窺える。この点は,既 に表

6-1に おいて見た現場作業者 ・一般従業員クラスがかな り明瞭に減少傾向を

示 していたの とは対照的である。また,さ らに上位階層である部長 ・部長を超

える役職者クラスになると,不 変 と回答 した企業が約8割 にものぼ り,管 理階

層の上位 レベルほど人員構成面での変化は少な く相対的に安定傾向にあること

が窺える。また表9-2よ り,製 造企業 と非製造企業 との間には殆ど統計的有

意な差異は確認されていないことが窺える。但 し,敢 えてt値 の符号及び大き

さから判断すると,製 造企業の方が非製造企業と比 して,係 長を除 く各階層に

おいてヨリ減少傾向が強 く表われていることが窺 える。また中間管理者クラス

の階層においては製造企業 ・非製造企業間の差異は小さいが,管 理階層の両末

端,即 ちグループ ・リーダーや部長 ・部長を超える役職者クラスになると両者

の差異は多少大きくなる傾向が確認 される。管理組織 レベル全体 として作業組

織 レベルと比 した場合の特徴 としては,現 場作業者 ・一般従業員クラスにおい

ては製造企業の方がヨリ減少の程度が大きかったのに対 し,管 理組織 レベルに

おいては,作 業組織レベルほど人員構成面での製造企業 ・非製造企業間の差異

は確認されていない,と い うことである。
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皿.2.情 報 システム

我々が質問票において情報システム関係の変化 として取 り上げたのは,情 報

のシステム化の程度,各 組織単位間の情報交換頻度の変化,及 び情報データベー

スへの各管理階層 ごとのアクセス可能性,こ の3点 である21。

まず次の表10-1は,情 報システム化の程度に関 して5年 前時点及び現時

点で どの ようになっているのかを尋ねた単純集計結果であり,表10-2は こ

れらのデータの記述統計量及び製造企業 ・非製造企業間の差異に関するt検 定

の結果が示されている。

表10-1管 理組織における情報システム化の程度(単 純集計結果)

5年 前時点

＼1・ 蜚磽
,バッチ処2

哩 段階
・・欝 理 4・癈 イ .統合シス5'テム段階 6;そ の他

製 造 企12,5 45.5 19.9 21.0 1.1 0

非製造企業5.0 38.0 21.0 :i 8.0 0

憮 回答)

7

10

現時点

＼ .非システ1
'ム化段階 ・・驫 処 ,分散処理3'段階 4・癈 イ .統合シス5'テム段階 6;そ の他

製造企業 2.8 7.9 22.6 49.7 16.9 0

非製造企業 0 5.0 15.8 44.6 33.7 i.o

嘸 回答)

6

9

表10-2管 理組織における情報システム化の程度(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検 定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

5年 前 時 点 2.5284 .997 176 2.9500 1.077 100 一3 .28***

現 時 点 3.7006 .939 177 4.1188 .852 101 一3 .69***

(注)「6;そ の他」 を除 いた上 で 「1;非 システム化段階」 か ら 「5;統 合 システム段階」 まで を

等間隔 と見倣 し,そ の各 々に1ポ イ ン トか ら5ポ イン トを付与 して算 出 した。t検 定 は製造

企 業 と非製 造企業の平均値の差 に関 する検定 で,そ の有意水準は*..P〈.01で あ る。

21)実 際の質問票調査では,こ の3点 が必ずしも情報システム関連の変化 と定義 してこ

の順序で取り上げられたわけではないが,こ こでは便宜上一括 して取 り扱うことと

する。
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この表10-1か ら,製 造企業 ・非製造企業 ともに,5年 前時点ではバ ヅチ

処理段階であると回答 した企業が最も多かったのに対 し,現 時点ではオンライ

ン段階 と回答 した企業の数が最も多 くなっていることが窺える。管理組織 にお

ける情報のシステム化はかな りの程度進展 しつつあると判断することができよ

う。また表10-2に よる と,情 報システム化は,5年 前時点 ・現時点 ともに

非製造企業の方が製造企業に比 してかなり進展 している状況が窺 える。このよ

うな事態は,非 製造企業がいわゆる情報技術の導入に関して一歩先ん じている

ことを反映 しているのかも知れない。

第二に,組 織における情報システム化の進展を前提とした場合,一 般に当該

組織における情報流通量が増大 し,組 織単位間の境界が暖昧化することが予測

される。そこでこの点を,組 織における情報交換の頻度の5年 前時点 との比較

という形で尋ねた調査結果が,次 の表11-1及 び表11-2に 示されている。

情報交換頻度の変化を ① 本社一事業所間,② ライン管理者間,③ 課相互間,

④ 課内部の従業員間 の4点 に関して尋ねたのである22。

まず表11-1か ら,製 造企業 ・非製造企業 ともに,測 定されたあ らゆる側

面 において情報流通量が増大 し,情 報の交換頻度が非常に増加していることが

窺 える。表11-2か らは,製 造企業 ・非製造企業間の統計的有意な差異は認

め られないものみ,全 ての側面について,ど ち らかと言 うと非製造企業の方が

製造企業 と比 してヨリ情報交換頻度が高いことが窺える。この点は,表10-1・

表10-2で 見たように,非 製造企業の方が情報技術の導入がヨリ進展 してい

ることと何 らかの関係があるもの と思われる。

22)こ こで言う「情報交換」とは,定 例会議やミーティソグのほかに,情 報がデータベー

ス化されていていつでもその情報が引き出せる場合 も含まれる,と ことわった上で

質問された。
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表11-1 情報交換頻度の変化(単 純集計結果)

(t)本 社一事業所間

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 1.7,120.3144.1

28.2
5.61010

66.1 5.6

非製造企業 3.ol27.7140,6
24.8

4.oIO}0
71.3 4.0

(無回答)

6

9

② ライン管理者間

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 0.6113,6151.1

28.4
6.3「olO

65.3 6.3

非製造企業 0.gl18.5146.3
32.4

1.91010
65.7 i.s

(無回答)

7

2

③ 課相互間

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 ・ 減 少

製造企業 o.619.Ol53.9
31.5

5.610「0

63.0 5.6

非製造企業 0.9114.8150.0
30.6

3.71010
65.7 3.7

(無回答)

5

2

(4)課 内部の従業員間

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 1.ll9.0[47,8

37.1
5.11010

57.9 5.1

非製造企業 2.8111.1147.2
38.9

oIoIO
61.1 0

憮 回答)

5

2

表11-2 情報交換頻度の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検 定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

本社 一事 業所 間 3.1582 .871 177 2.9901 .900 101 1.53

ライ ソ管 理者 間 3.2614 .793 176 3.1667 .767 108 .99

課 相 互 間 3.3258 .741 178 3.2130 .774 108 1.23

課内部の従業員間 3.3596 .763 178 3.2315 .731 ios 1.40

(注)各 項 目ともrl;非 常 に増大,2;か な り増大,3;少 し増 大,4;不 変,5;少 し減少,6;

かな り減少,7;非 常 に減少」 の7点 尺 度で測定 した。t検 定は製造企業 と非 製造企 業の平均

値 の差 に関す る検定であ る。
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情報システムに関わる3番 目の質問項 目は,各 管理階層(職 位)ご とにどの

程度情報データベースへのアクセスが可能であるか という点についてである。

この点を尋ねた調査結果が次の表12-1～ 表12-3に 示されている。まず表

12-1は,当 該企業において情報データベースが存在 しているか否かについ

て尋ねた結果を示 している。表12-2と 表12-3は 各管理階層 ごとの当該情

報データベースへのアクセスの可能性を示 している。

表12-1 情報データベースの存在(単 純集計結果)

1(デ ータベース化 されて いる) 2(デ ータベース化はなされていない)

製 造企 業 73.9 26.1

非製造企業 69.0 31.0

(無 回 答)

30

10

表12-2情 報 データベースへのアクセス可能性(単 純集計結果)

部長を超える役職者＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 38.5 39.1 42.5 48.1 41.4 48.8 44.8 * 7.5

非製造企業 42.0 43.5 46.4 * 52.2 50.7 * 52.2 13.0

部長＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 29.9 33.3 43.1 55.2 38.7 53.5 45.6 * 7.5

非製造企業 33.3 42.0 43.5 * 52.2 52.2 * 66.7 10.1

課長＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 13.8 21.3 29.3 60.9 22.4 58.0 40.2 * 6.4

非製造企業 17.4 26.5 27.9 * 42.6 58.8 * 62.3 9.0

係長＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 4.0 10.4 8.6 59.5 8.6 40.2 25.9 * 4.0

非製造企業 7.5 8.8 10.3 * 20.6 45.6 * 49.3 8.8

現場監督者＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 2.3 4.6 6.3 52.9 1.7 21.8 13.2 * 4.6

非製造企業 4.4 5.9 4.4 * 11.8 27.9 *. 39.1 7.4

現場作業者・一般従業員＼ 経営戦略 事業企画 人事 生産 財務 原価 販売 営業 その他

製 造 企 業 1.1 2:9 3.4 37.6 1.7 9.2 10.3 * 2.9

非製造企業 4.4 2.9 2.9 * 14.7 26.5 * 52.2 9.2

(注)例 えば 「部長 を超 える役職者 」が 「経 営戦略」情報 にアクセスで きると回答 した企業 の割合が

製造企業では38.5%,非 製造企業 では42、0%存 在 している ことを示す。 また*印 は質 問され

なか った こ とを示 す。
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表12-3情 報 データベースへのアクセス可能性(記 述統計量及びt検 定結果)

部長を超える役職者

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

経 営 戦 略 .3851 .488 174 .4203 .497 69 一 .50
事 業 企 画 .3908 .489 174 .4348 .499 69 一 .63
人 事 .4253 .496 174 .4783 .503 69 一 .75

財 務 .4138 .494 174 .5217 .503 69 一1 .53
原 価 .4884 .501 172 .5072 :504 69 一 .26
そ の 他 .0747 .264 174 .1304 .339 69 一1 .36

部長

製 造 企 業 非 製 造 企 業 t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N
経 営 戦 略 .2989 .459 174 .3333 .475 69 一 .52

事 業 企 画 .3333 .473 174 .4203 .497 69 一1 .27
人 事 .4310 .497 174 .4348 .499 69 一 .05
財 務 .3873 .489 173 .5217 .503 69 一1 .92***
原 価 .5353 .500 170 .5217 .503 69 .19
そ の 他 .0747 .264 174 .1014 .304 69 一 .68

課長

製 造 企 業 非 製 造 企 業 t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N
経 営 戦 略 .1379 .346 174 .1739 .382 69 一

.71

事 業 企 画 .2126 .410 174 .2647 .444 68 一 ,87
人 事 .2931 .456 174 .2794 .452 68 .21
財 務 .2241 .418 174 .4265 .498 68 一3 .20***
原 価 .5805 .495 174 .5882 .496 68 一

.11

そ の 他 .0636 .245 173 .0896 .288 37 一 .70

係長

製 造 企 業 非 製 造 企 業 t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N
経 営 戦 略 .0405 .198 173 .0746 .265 67 一1 .09
事 業 企 画 .1040 .306 173 ,0882 .286 68 .37
人 事 ,0862 .281 174 .1029 .306 68 一 .41
財 務 .0862 .281 174 .2059 .407 68 一2 .60***
原 価 .4023 .492 174 .4559 .502 68 一 .76
そ の 他 .0402 .197 174 .0882 .286 68 一1 .49

現場監督者

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

経 営 戦 略 .0230 .150 174 .0441 .207 68 一 .88
事 業 企 画 .0460 .210 174 ,0588 .237 68 一

.41

人 事 .0632 .244 174 .0441 .207 68 .57
財 務 .0172 .131 174 .1176 .325 6S 一3 .44***

原 価 .2184 .414 174 .2794 .452 68 一1 .00
そ の 他 .0460 .210 174 .0735 .263 68 一 .85

現場作業者 ・一般従業 員

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

経 営 戦 略 .0115 .107 174 .0441 .207 68 ‐i .si

事 業 企 画 .0292 .169 171 .0294 .170 68 ‐
.oi

人 事 .0345 .183 174 .0294 .170 68 .20
財 務 .0172 .131 174 .1471 .357 68 一4 .15***

原 価 .0920 .290 174 .2647 .444 68 一3 .55***
そ の 他 .0287 .168 174 .0923 .292 65 一2 .10*卑

(注)い ずれの場合 も当該選択肢 が選択 されなかった場合 には0ポ イン ト,選 択 された場合には1ポ

イン トを付与 して算 出 した。但 し,「生産 」 ・ 「営業J・ 「販売」 の各情報 につ いては直接比

較 が不可 能なため省略 して ある。t検 定は製造企業 と非製 造企業の平均値の差 に関す る検定 で,

その有意 水準は 串P<.10,**P<.05,...P〈.01で あ る。
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まず表12-1に よると,約7割 の企業において何らかの形による情報のデー

タベース化が行なわれていることが窺える。また表12-2よ り,製 造企業 ・

非製造企業の双方に共通する特徴を指摘するならば,「経営戦略」や 「事業企

画」,「人事」 といった種類の情報に関 しては,上 位階層 と下位階層 とで情報ア

クセス権限に関して大きなギャップが存在 しているという事実である。 これら

の項 目に関 しては,階 層の最下位に位置する一般従業員のアクセスする権限は

ほ とん ど与えられていない。逆に 「生産」(製造企業のみ)や 「営業」(非 製造

企業のみ),「原価」情報に関 しては,上 位階層 と下位階層 とのギャップはそれ

ほ ど大 きくはな く,と りわけ 「生産」情報に関 しては製造企業の4割 近 くの企

業が,ま た 「営業」情報に関 しては非製造企業の半数以上が,そ れぞれ一般従

業員でもアクセス し得ると回答 している。また表12-3か ら製造企業 と非製

造企業 とで特徴的な差異を見ると,非 製造企業では,製 造企業に比 して ヨリ下

位に位置する階層の者で も比較的アクセス し得る率が高 くなる傾向にあ り,特

に 「財務」情報や 「原価」情報に関 してその特徴が顕著に表われていることが

窺える。中でも 「財務」情報に関 しては両企業の間の差異は極めて明瞭で,非

製造企業では 「部長」以下の全ての階層において製造企業よりも統計的有意に

アクセス可能度が高 くなっている。

W.3.組 織構造

新技術の進展に伴って情報 システムに変化が生ずるとすれば,管 理組織構造

丶 にも何らかの変化が見られることが予測される
。管理組織 レベルにおける組織

構造指標 として我hが 取 り上げたのは,5年 前時点 と比較 して,① 組織階層

がヨリ拡大(ピ ラミッ ド化)し たか縮小(フ ラヅ ト化)し たか,② 管理上の

意思決定権限が トップに集中きれたか下位に委譲されたか,③ 意思決定の速

さが速 くなったか遅 くなったか,④ 経理 ・人事 ・企画等の業務は本社 レベル

に集中されたか事業所 レベルに委譲されたか,こ の4側 面である。管理組織構
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造の選択に際 してこれらの4つ の次元を どのように設計 しようとしているかに

ついて尋ねたのである。次の表13-1及 び表13-2に はこれ らの調査結果が

示されている。

表13-1

(1)組 織階層(職位階層)

管理組織構造の変化(単 純集計結果)

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

拡 大 不変 縮 小

製造企業 OIOI16.3
54.9

24.83.30.7

16.3 28.8

非製造企業 1.OI3.119.8
54.2
16.715.210

23.9 21.9

(無 回答)

30

14

丶

② 管理上の意思決定権限

＼ 1(すべて)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(す ぺて)

ト ッ プ に 集 中 不変 下位 に委 譲

製造企業 1.316.615.1
40.8
34.22.OIO

36.2 31.3

非製造企業 09.4119.8
39.6

31.300

29.2 31.3

(無回答)

31

14

㈲ 意思決定の速さ

＼
1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

速 く す る 不変 遅 く す る

製造企業 2.015.1146.7
28.3

7・210・710

63.8 7.9

非製造企業 1.OI18.650.5
24.7

4.11.00

70.1 5.1

(無 回答)

31

13

{4)経 理・人事・企画等の業務

＼
1(すべて)!2(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(す べて)

事業所の自由裁量に委ねる 不変 本 社 に 集 中 す る

製造企業 03.927.6
40.1

17.87.23.3

31.5 28.3

非製造企業 1.112.122.1
35.8

22.113.73.2

25.3 39.0

(無回答)

31

15
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表13-2管 理組織構造の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t～ 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

組 織 階 層 4.1699 .759 153 3.9792 .894 96 1.80*

管理上の意思決定 4.0592 .978 152 3.9375 .938 96 .97

意思決 定の速 さ 4.7433 .895 152 4.8763 .764 97 一1 .19

経理 ・人事 ・企画業務 3.9342 1.096 152 3.6737 1.180 95 1.76*

(注)「 組織階層Jに ついては 「1;非 常 に拡大,2;か な り拡大,3;少 し拡大,4;不 変,5;

少 し縮 小,6;か な り縮小,7;非 常 に縮小 」,「管理 上の意思 決定権限」 について は 「1;

すべ て トップに集 中,2;か な り トップ に集 中,3;少 し トップに集中,4;不 変,5;少

し下部 へ委譲,6;か な り下部へ委譲,7;す べて下部 に委譲」,「意思決 定の速 さ」 につい

ては 「1;非 常 に速 くする,2;か な り速 くす る,3;少 し速 くす る,4;不 変,5;少 し

遅 くする,6;か な り遅 くす る,7;非 常 に遅 くす る」,「経理 ・人事 ・企 画等の業務 」につ

いては 「1;す べて事業所の 自由裁量 に委 ねる,2;か な り事業所 の 自由裁量に委ね る,3;

少 し事 業所の 自由裁 量 に委 ね る,4;不 変,5;少 し本社に集 中する,6;か な り本社 に集

中す る,7;す べて本社 に集中 する」の全 て7点 尺度 で測定 した。但 し 「意 思決定の速 さ」

と 「経理 ・人事 ・企画等 の業務」 について は逆転済み スコアで表 示 して ある。従 って各項 目

とも平均値 が高いほ ど理論 的に期待 され る柔 構造組織化 の方向 と合致す るこ とを示 してい る。

t検 定は製造企業 と非製造企業の平均値 の差に関する検定で,そ の有意水準は.p<.10で ある。

表13-1に よると,ま ず第一に,製 造企業 ・非製造企業 ともに,組 織階層

は5年 前 と比 して不変であると回答 した企業が半数以上を占めていることがわ

かる。この数値は他の管理組織の変化の指標に比 しても高 く,管 理階層の環境

変化に対する安定性を示唆 している。 しか し変化の方向性に注 目した場合,製

造企業ではおおむね組織階層を短縮する傾向が強 く,逆 に非製造企業では拡大

する傾向が強 く表われている。 この点は表13-2で 組織階層の平均スコアに

有意な差異があることからも確認される。製造企業の方がむしろ組織フラッ ト

化志向が強いのである。

第二に,管 理上の意思決定権限に関 しては,製 造企業 ・非製造企業 ともに

「トップに集中」及び 「下部に委譲」の二極に分解する傾向を示 してお り
,ど

ちらの方向性が強いかを判断することは困難である。但 し,表13-2の 平均

スコアの比較からは,製 造企業の方が非製造企業 と比べて管理上の意思決定権

限を下部へ委譲する傾向がやや強いことが窺える。また 「経理 ・人事 ・企画な

どの業務」に関 しても,同 様に二極分化する傾向が表われているものの,変 化
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の方向性に注 目した場合,「 管理上の意思決定権限」 と同様に,製 造企業では,

5年 前時点 と比 して ヨリ 「事業所へ委譲」される傾向が強 くなってお り,逆 に

非製造企業の場合には 「本社に集中」の傾向の方がかなり強 く表われている。

表13-2か らも製造企業 と非製造企業 との間で統計的に有意な差異のあるこ

とが確認 される。

しか し第三に,意 思決定の速さについて見れば,製 造企業 ・非製造企業 とも

に明瞭に高速化の方向性が窺える。環境変化の激動を反映 して,各 企業 とも意

思決定のスピー ドを速 くすることの必要性が認識されているといえよう。それ

ゆえ,管理階層それ自体は必ずしも変更していない企業が多 く見られるものの,

管理組織の設計指標は 「柔構造組織」の方向を志向している企業がかなり多 く

見 られると判断され得る。

要するに,管 理組織構造の設計に関する限 り,製 造企業の方が非製造企業よ

りもかな り柔構造的に組織の設計が行なわれていることが窺える。

皿.4.職 務内容

管理組織 レベルにおいて組織構造が柔構造化 した場合,そ こにおける従業員

の職務内容も変化することが予測される。我 々が管理組織レベルでの従業員の

職務内容を示す指標 として採用 したのは,① 職務内容の多様性は増大 したか

減少 したか,② 予測不可能な業務は増大 したか減少 したか,③ 部下に対する

管理的業務(指 示やチェックの頻度)は 増大 したか減少 したか,④ 戦略的業

務は増大 したか減少 したか,そ して ⑤ 他の部課 との調整業務は増大 したか減

少したか,こ の5点 である。職務内容に関するこの5つ の側面について,5年

前時点と比較する形で回答 してもらった。回答に際 して具体的イメージを持っ

てもらうために,管 理組織の従業員の中で もその要に位置 している課長クラス

の中間管理者を特に指定 して回答 して もらった。次の表14-1と 表14-2は

この調査結果を示 したものである。
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表14-1 課長クラス管理者の職務内容の変化(単 純集計結果)

U)職 務内容の多様性

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 Li122.6154.2
19.2

2.310.610
77.9 2.9

非製造企業 1.gI24.3157.0
15.9

o.sIoIo
83:2 o.s

(無回答)

6

3

② 予測不可能な業務の数

＼ 1(非 常に)12(か な り)[3(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 oIl1.4151.7
30.1

s.sIoIo
63.1 6.8

非製造企業 o.gI9.3152.3
31.8

5.61010
62.5 5.6

(無回答)

7

3

㈲ 管理的業務の量

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)【7(非常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 0,6113.5148.9
27.5

9.OIO.610
63.0 9.6

非製造企業 1.oI19.oI46.7
28.6

4.8【010

66.7 4.8

(無回答)

7

3

(4)戦 略的業務の量

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

墸 大 不変 減 少

製造企業 1.7115.2152.2
za.i

2.210.610
69.1 2.8

非製造企業 1.ol13.3156.2
zs.s

LoloIO
70.5 1.0

(無回答)

5

5

㈲ 他部課との調整業務

＼ 1(非 常に)12(か な り)i3(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 1.1112.gI52.8
30.9

2.21010
66.8 2.2

非製造企業 1.gI11,4151.4
30.5

a.aIoIo
64.7 4.8

表14-2

憮回答)

5

5

課長クラス管理者の職務内容の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検 定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

職務内容の多様性 4.9944 .780 177 5.1028 .713 107 一1
.17

予測不可能業務数 4.6761 .765 176 4.6822 .760 107 一 .07

管理 的業務 の量 3.3258 .861 178 3.1714 .826 105 1.48

戦略 的業務 の量 4.8427 .787 178 4.8476 .690 105 一
.05

他部課との調整業務量 4.7978 .732 ins 4.7524 .794 105 .49

(注)各 項 目とも「1;非 常 に増大,2;か な り増大,3;少 し増大,4;不 変,5;少 し減少,6;か

な り滅少,7;非 常 に減少」の7点 尺度で測定 した。但 し,「管理 的業務の量 」以外 の項 目は全て

逆転済みスコア。従 って各項 目とも平均値が高いほど理論的 に期待される柔構造組織化の方 向と合

致することを示している。t検 定は製造企業と非製造企業の平均値の差に関する検定である。
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表14-1に よると,製 造企業 ・非製造企業双方 に共通する特徴 として,課

長クラス管理者の職務内容の多様性の増大,予 測不可能業務の増大,管 理的業

務の増大,戦 略的業務の増大,他 部課 との調整業務の増大の各傾向が顕著に見

受け られる。特に管理的業務は戦略的業務の増大に反比例 して減少するであろ

うと予測されたが,結 果はむ しろ逆で,大 きく増大する傾向が示されている。

この点は,新 技術の進展に伴って ヨリ緻密で徹底 した管理が可能になったこと

を示 しているのかも知れない。また表14-2よ り,製 造企業 ・非製造企業間

の特に際立 った差異は認められない ものの,「 管理的業務の量」については製

造企業の方が,ま た 「職務内容の多様性」については非製造企業の方がそれぞ

れやや大きい という結果が示唆されている。

皿.人 事 ・労務管理制度の相違

以上の検討からもわかるように,我 々の質問票調査の大 きな特徴の一つは,

企業組織構造を大きく現場作業組織 ・現業部門 レベル と管理組織 ・管理部門 レ

ベル とに分割 して論 じていることである。 この特徴は,人 事 ・労務管理制度を

論 じる場合にも基本的に貫徹され,可 能な限 り技能職 ・現業職 と管理職という

2つ の職群に区分 して質問項 目を設計 している。

新技術の進展に伴う人事 ・労務管理制度へいかなる影響を与えているかを調

べるにあたり,我 々は ① 職能資格制度,② ジョブ ・ローテーシ ョン,③ 小

集団活動,④ 教育 ・訓練制度 の4つ の側面に特に注 目した。以下 において

それぞれの調査結果を検討 してみよう。

1皿.1.職 能資格制度

まず過去5年 間でどのような人事 ・労務管理制度が改訂されたかを尋ねた結

果,製 造企業の34,1%,非 製造企業では39.4%の 企業が,何 らかの形で資
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格制度を過去5年 間のうちに変更 ・修正 を加えた と回答 した。我々が質問票調

査でこの資格制度に関 して尋ねた点は,資格等級数が どのように変化 したか(増

大 したか減少 したか),及 び資格要件 として どのような内容が重要視 されてい

るか,賃 金体系においそいわゆる 「資格給」の占める割合が増大 した年齢層は

どこか23,こ の3点 である。

まず次の表15-1と 表15-2は 資格等級数が5年 前時点 と比較 して増大 し

たか減少 したかを尋ねた結果である。

表15-1資 格等級数の変化(単 純集計結果)

(1)技 能職・現業職

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 4.615.4115.4 69.2
3.llO.811.5

25.4 5.9

非製造企業 3.2111.1115.9 63.5
3.213.210

30.2 6.4

(無回答)

53

97

② 管理職

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

増 大 不変 減 少

製造企業 3.1i4.6113.0 77.1
0.810.810.8

20.7 2.4

非製造企業 4。719.712L9
65.6

1.6101i.6
31.3 3.2

(無回答)

52

46

表15-2資 格等級数の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

技能職 ・現 業職 3.6923 .947 130 3.6508 1.050 63 .28

管 理 職 3.7328 .793 131 3.6094 .919 64 .97

(注)各 項 目とも 「1;非 常 に増大,2;か な り増大,3;少 し増 大,4;不 変,5;少 し減少,6;

かな り減少,7;非 常 に減少」 の7点 尺度で測定 した。t検 定は製 造企業 と非製造企業 の平均

値 の差 に関す る検定で ある。'、

23)こ の3番 目の点は,実 際には賃金制度に関する設問 として質問されたが,こ こでは

便宜上,職 能資格制度に関わる項 目として取り扱うこととする。
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いま,表13-1で 見たような管理階層の短縮化がある程度行なわれるとす

れば,そ れに対応 した資格制度もある程度フラッ ト化(資 格階層の短縮化)す

ると考えられるかも知れない。 しかしこの表15-1に よると,必 ず しもその

ような結果 とはなっていない。資格等級数は不変であると回答 した企業が製造

企業 ・非製造企業 ともに7割 程度にのぼってお り,あ まり大きな変化は示 され

ていない。但 し,資 格等級を変化させた企業の中では,増 大の方が減少 よりも

かな り強い傾向として表われている。また技能職の方が管理職よりも変化 させ

た割合が若干高 くなっている。表15-2か ら製造企業 ・非製造企業を比較 し

てみても,こ の点に関する統計的有意な差異は認められない。

次の表16-1と 表16-2で は資格要件における重要度が5年 前時点 と比べ

てどのように変化 したかが示されている。 ここで我々が取 り上げた資格要件 と

しては,① 専門的知識 ② 全社的知識 ③ 技能 ・熟練,④ 業務管理能力 ・

企画能力,⑤ 対人対応力,そ れに ⑥ 経験年数の計6項 目である。

表16-1に よると,ま ず技能職については,製 造企業では専門的知識や業

務管理能力が資格要件 として重要視されつつあることがわかる。非製造企業で

は,こ れらに加えて全社的知識や対人対応力,技 能 ・熟練 といった項 目も重要

度の増大傾向が表われている。経験年数に関 しては,製 造企業 ・非製造企業 と

もに重要度は減少 した と回答する企業もかな り存在 している。他方,管 理職に

ついては,製 造企業では企画能力や全社的知識,専 門的知識の重要度が顕著に

増大 している。非製造企業では,こ れらに加え,技 能 ・熟練の重要度 もかなり

増大 している。経験年数に関しては,技 能職 と同様に,他 項 目と比較 して相対

的に重要度が低 くなった と回答 した企業が多 く見 られ,と りわけ製造企業では

その傾向が顕著である。また技能職 ・管理職 ともに経験年数の重要度が相対的

に減少 しつつあることは,従 来の年功的労務管理体系の部分的崩壊を示唆する

結果 として注 目に値する。次に表16-2か ら製造企業 ・非製造企業間で顕著

な差異を見る と,殆 ど全ての項 目で非製造企業の方が製造企業 よりも統計的有
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表16-1

(1)技 能職 ・現業職

① 専門的知識

研 究 年 報XXXXI

資格要件の重要度の変化(単 純集計結果)

＼ 1(非 常に)12(か なり)i3(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度 が増 大 不変 重要度が減少

製造企業 1.5114.1156.3
27.4

0.71010
71:9 0.7

非製造企業 1.5136.4i43。9
18.2

oloIO
81.8 0

(無回答)

48

44

② 全体的知識

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

重要度 が増 大 不変 重要度が減少

製造企業 0[10,4145.2
43.7

0.71010
55.6 0,7

非製造企業 0[17.9161.2
20.9

ololo
79.1 o

嘸 回答)

48

43

③ 技能・熟練

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度 が増 大 不変 重要度が減少

製造企業 0.718.8148.2
38.7

3.61010
57.7 3.6

非製造企業 L5126,9144.8
25.4

1.51010
73.2 1.5

(無回答)

46

43

④ 業務管理能力・企画能力

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度 が増 大 不変 重要度が減少

製造企業 1.5115.3153,3
29.9

oloIO
70.1 0

非製造企業 1.5132.4[51.5
14.7

oloIO
85.4 0

(無回答)

46

42

⑤ 対人対応力

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 9 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度 が増大 不変 重要度が減少

製造企業 1.517.3138.0
51.8

1.51010
46.8 1.5

非製造企業 1.4120.3152.2
26.1

ololo
73.9 0

(無回答)

46

41

⑥ 経験年数

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度が増大 不変 重要度が減少

製造企業 olO.7113.1
61.3

22.612.2【0

13.8 24.8

非製造企業 019.5120.9
56.7

17.91010
25.4 17.9

(無回答)

46

93
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(2)管 理職

① 専門的知識

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重 要 度 が 増 大 ・ 不変 重要度が減少

製造企業 2.9'115.1153.2
zs.i

0.71010
71.2 0.7

非製造企業 z.gi42.ol39.1
15.9

ololo
84.0 0

(無 回答)

44

41

② 全体的知識

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度が増大 不 変 重要度が減少

製造企業 1.4120.gI52.5
25.2

oIolO
74.8 0

非製造企業 ol52.2139.1
8.7

oIolO
91.3 0

(無 回答)

44

41

③ 技能・熟練

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 9 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

重要度が増大 不 変
、

重要度が減少

製造企業 ol2.9137.0
52.9

7.21010
39.9 7.2

非製造企業 1.4129.0133.3
34.8

1.41010
63.7 1.4

(無 回答)

45

91

④ 業務管理能力・企画能力

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常 に)

重要度が増大 不変 重要度が減少

製造企業 2.2138.1143.2
15.8

o.71010
83.5 o.z

非製造企業 7.2192.ol37.7
13.0

01010
86.9 0

(無 回答)

44

41

⑤ 対人対応力

＼ 1(非常に)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

重要度が増大 不変 重要度が減少

製造企業 1.4115.8145.3
36.7

0.71010
62.5 0.7

非製造企業 1.4}36.2142.0
20.3

0}olO
79.6 0

(無 回答)

44

41

⑥ 経験年数

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常 に)

重要度が増大 不変 重 要度 が減少

製造企業 oI1.4114.4
56.8

24.512.9[0
15.8 27.9

非製造企業 1,414.3131.9
43.5

17.411.410
37.6 18.8

(無 回答)

44

41
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表16-2資 格要件の重要度の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

(1)技 能職 ・現業職

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検 定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

専 門 的 知 識 3.1185 .702 135 2.7879 .755 66 3.06***

全 社 的 知 識 3.3481 .673 135 3.0299 .627 67 3.24***

技 能 ・ 熟 練 3.3577 .725 137 2.9851 .807 67 3.32***

業務管理能力 ・企画能力 3.1168 is 137 2.7941 .703 68 3.08***

対 人 対 応 力 3.4453 .717 137 3.0290 .727 69 3.92***

経 験 年 数 4.1241 .:i 137 3.8806 .749 67 2.32***

(2)管 理職

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

専 門 的 知 識 3.0863 .756 139 2.6812 .776 69 3.61***

全 社 的 知 識 3.0144 .722 139 2.5652 .653 69 4.36***

技 能 ・ 熟 練 3.6449 .660 138 3.0580 .873 69 5.40***

業務管理能力 ・企画能力 2.7482 .772 139 2.5652 .813 69 1.58

対 人 対 応 力 3.1942 .Aso 139 2.8116 .772 69 3.40***

経 験 年 数 4.1295 .740 139 3.7536 .898 69 3.21***

(注)(1)・(2)の 各項 目とも 「1;非 常 に重要度が増大,2;か な り重要度 が増 大,3;少 し

重要度 が増大,4;不 変,5;少 し重 要度が減少,6;か な り重要度 が減少,7;非 常 に重

要度 が減 少」の7点 尺度 で測定 した。t検 定は製 造企業 と非 製造企業 の平均値の差 に関す る

検定で,そ の有意水準 は..P<.05,...P<.01で あ る。

意に各資格要件の重要度が増大 していることが窺える。 とりわけ技能職 ・管理

職 ともに,非 製造企業における対人対応力の重要度が製造企業のそれ よりもか

な り高 くなっている点は,サ ービス産業 としての接客能力の重要性が表現され

たものと考えられるであろう。またt値 の大 きさから判断すると,業 務管理能

力及び対人対応力は技能職 ・現業職の方が管理職 よりも相対的に製造企業 ・非

製造企業間の重要度の差異が大き く,そ の他の項 目については全て管理職の方

が技能職 ・現業職よりも相対的に両企業間の差異が大きくなっている。資格要

件の重要度に関わる全般的傾向としては管理職の方が技能職 ・.現業職よりも製

造企業 ・非製造企業間の差異が大 きいのである。 この点は,「比較分析の視角」

の節で述べた仮説 とはむ しろ逆の結果 となっている。

また,こ のような職能資格要件の重要度が賃金制度の中においていかに評価

されているかを知 るために,当 該企業の賃金体系において資格給の占める割合
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が最 も増大 した年齢層は どこかを尋ねた結果が次の表17-1及 び表17-2に

示されている。

表17-1資 格給が最 も増大した年齢層(単 純集計結果)

＼
1

(2嗾未満)

2

(1嬲

3

驟桀義)

4

(黷粲書)

5

(1離)

6

({黠)

7

(4穢以上5曚未満)

8

(靉粲嵩)

9

(SSA以上)

製造企業 0 5.9 13.2 23.5 30.9 17.6 5.9 0 2.9

非製造企業 0 18.4 10.5 18.4 18.4 21.1 5.3 5.3 2.6

表17-2資 格給が最 も増大 した年齢眉(記 述統計量及びt検 定結果)

(無回答)

115

72

製 造 企 業 非 製 造 企 業

t一 検定量
平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

4.7353 1.462 68 4.6316 1.880 38 .32

(注)「20歳 未満」 から 「55歳 以上」に至 る各階級 にそれぞれ1ポ イン トか ら9ポ イソ トまでを付

与 して算 出 した。

これによると,製 造企業 ・非製造企業 ともに35歳 前後が最も資格給の占め

る割合が高 くなっていることが窺える。製造企業 と非製造企業を比較 してみて

もこの点に関する相違は殆 どないが,敢 えていうと非製造企業の方が若干デー

タのば らつきが高 くなっている点を指摘で きる。

職能資格制度全般 としては,資 格の数及び資格給の占める割合の高い年齢層

については製造企業 ・非製造企業間で殆 ど差異は認められないものの,資 格要

件の重要度は両企業間で大きく異なり,非 製造企業の方が各要件を相対的にヨ

リ重要視 していることが窺える。非製造企業においては製造企業よりも資格制

度の改訂 ・充実をヨリ前向きに考えているように思われる。

皿.2.ジ ョブ ・ローテーション

作業組織や管理組織における組織構造や職務内容が変わった場合,各 従業員



112
研 究 年 報XXXXI

の職務への従事の仕方 も変化することが予測される。そこで各企業における

ジ ョブ ・ローテーシ ョンの頻度 について尋ねた調査結果が次の表18-1及 び

表18-2で ある。

表18-1

(1)技 能 職 ・現 業 職

ジョブ ・ローテーションの頻度の変化(単 純集計結果)

1(非 常Vim)12(か なり)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 OI4.6146.3
45.7
3.4010

50.9 3.4

非製造企業 OI5.1139.4
50.5
4.01.OIO

49.5

1

5.0

(無回答)

8

11

(2)管理職

＼
1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常1・)

増 大 不変 減 少

製造企業 0.6111.4152.6
32.6
2.310.60

64.6 2.9

非製造企業 OI9.934.7
50.5

5.000

44.6 5.0

(無回答)

8

9

表18-2ジ ョブ ・ローテーションの頻度の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

技 能職 ・現 業職 3.4800 .642 175 3.5657 .702 99 一1 .03

管 理 職 3.2629 .735 175 3.5050 .743 ioi 一2 .63***

(注)各 項 目とも 「1;非 常 に増大,2;か な り増大,3;少 し増大,4;不 変,5;少 し減少,6;

かな り減少,7;非 常 に減少」 の7点 尺度 で測定 した。t検 定は製造 企業 と非製造企 業の平

均値の差 に関する検 定で,そ の有意水準は*艸Pく.01で あ る。

表18-1よ り,製 造企業 ・非製造企業 の いず れの場合 で も,技 能職 ・管理

職 ともにジ ョブ ・ローテー シ ョソがかな り増大 して いる ことが窺 える。 とりわ
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け製造企業に関 して,技 能職 よりも管理職の方がジ ョブ ・ローテーションの頻

度を増大させた割合が高いことは,今 日喧伝 されている中間管理職の異動 とも

関連があるもの と推察される。また表18-2よ り,と りわけ管理職レベルに

おいて,製 造企業の方が非製造企業よりも統計的有意にジョブ ・ローテーシ ョ

ンを増大させていることが窺える。この点は,非 製造企業よりもむしろ製造企

業の方が職務転換に積極的であることを示すものであ り,非 製造企業ではひと

たび職務が与えられればかな りの期間固定的にその職務に従事させる傾向があ

るものと推察される。

皿.2.小 集団活動

QCサ ークル等の小集団活動の活動状況に関 して,同 様に調査 した結果が次

の表19-1及 び表19-2に 示されている。

表19-1小 集 団活動の変化

小集団活動を行なっていない 小集団活動を行なっている

製 造 企 業 7.7 92.3

非製造企業 29.0 70.1

＼ 1(非 常に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か なり)17(非 常に)

活 発 化 不変 衰 退 化

製造企業 3.Oll8,gl36.0 zs.s
12.213,010

57.9 15.2

非製造企業 z.sl10,5132。9
31.6

13.215.313.9
46.0 22.4

(無回答)

15

3

(無回答)

19

39

表19-2小 集 団活動の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

3.3537 1.106 164 3.7318 1.279 76 一2 .37**

(注)「1;非 常に活発化,2;か な り活発化,3;少 し活発化,4;不 変,5;少 し衰 退化,6;

かな り衰退 化,7;非 常 に衰退 化」の7点 尺度 で測定 した。t検 定は製 造企業 と非 製造企業

の平均値の差 に関す る検定 で,そ の有意 水準は..P<.05で ある。
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表19-1か ら,小 集団活動 を行なっている企業は,製 造企業で9割 以上,

非製造企業でも7割 以上にのぼっている。5年 前 と比較 して も,活 発になった

と回答 した企業が約半数にのぼっており,今 日の新技術の進展に伴 う職務状況

の変化の中で小集団活動が盛んになっている実態が窺える。また表19-2か

らは,小 集団活動は製造企業の方がヨリ活発化する傾向にあることが窺える。

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 0[22.2142.0

33.5
2.31010

64.2 2.3

非製造企業 1.OIl5.4149.0
33.7

i.oIoIo
65.9 1.0

②Off-JT

＼ 1(非 常 に)12(か な り)【3(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 o.sIg.6140.7

46.3
2.sIoIo

50.9 2.8

非製造企業 1.9115.5141.7
38.8

1.9010
59.1 1.9

田.4.教 育 ・訓練 制度

組織構造 や職務内容の変化 に伴 って,企 業 におけ る教育 ・訓練体系 も変 化す

る ことが予 測 され る。次 の表20-1及 び表20-2は こ の教育 ・訓練 制度 の変

化 について,OJT(On-thejobTraining)とOff-JT(Off-the-jobTraining)に

注 目して調 査 した結果で ある。

表20-1教 育 ・訓練制度の変化(単 純集計結果)

(1)技 能職 ・現業職

OOJT
(無回答)

7

6

(無回答)

6

7

② 管理職

OOJT

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

増 大 不変 減 少
製造企業 OI10.7135.4

51.1
2.81010

46.1 2.8

非製造企業 OI2.9148.1
49.0

ololo
51.0 0

OOff-JT

＼ 1(非 常 に)12(か な り)13(少 し) 4 5(少 し)16(か な り)17(非 常に)

増 大 不変 減 少

製造企業 0.6111.341.2
45.2

1.10.60

53.1 1.7

非製造企業 1.OI12.649.5
35.0

1.01.00

63.1 2.0

,(無回答)

5

6

憮 回答)

6

7
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表20-2教 育 ・訓練制度の変化(記 述統計量及びt検 定結果)

OJT

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

技能職 ・現 業職 3.1591 .791 176 3.1827 .734 104 一 .25

管 理 職 3.4607 .722 178 3.4615 .556 104 ‐ .oi

Off-JT

製 造 企 業 非 製 造 企 業
t一 検定量

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

技能職 ・現 業職 3.4124 .726 177 3.2330 :i 103 1.91*

管 理 職 3.3672 .743 177 3.2524 .763 103 1.23

(注)各 項 目とも 「1;非 常に増大,2;か な り増 大,3;少 し増大,4;不 変,5;少 し減 少,6;

かな り減 少,7;非 常に減少」の7点 尺度で測定 した。t検 定 は製造企業 と非製造企業の平均

値 の差 に関する検定で,そ の有意水準 は.p<.10で ある。

表20-1か ら教育 ・訓練制度の変化に関わ る全般的趨勢を見てみると,

OJT,Off-JTの 双方に関 して,技 能職 ・現業職,管 理職 ともにかな り増大 し

ていることが窺える。表20-2に よると,OJTに ついては製造企業 ・非製造

企業間の差異は殆 ど認められない。 しか し,Off-JTに ついては,両 企業の間

で多少の差異が認められる。特にOff-JTの 技能職 ・現業職に関しては,非 製

造企業の方が統計的有意な増大傾向を確認することができる。製造企業におい

ては,教 育 ・訓練体系としてのOff-JTは,非 製造企業ほどには採用されてい

ないようである。

D(.分 析結果の要約 と含意

以上,質 問票調査の結果を製造企業 ・非製造企業の差異に注 目しなが ら検討

してきたが,こ こでこれまでの分析結果を簡単に要約 し,そ の経営学的インプ

リケーシ ョンをまとめてお くことにしよう。

P(.1.分 析結果の要約

以上の分析結果か ら,新 技術の企業組織への影響に関 して,製 造企業 ・非製
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造企業間で次のような共通点や相違点があることが明らかとなった。

1.経 営環境の認識については,現 時点における製品 ・商品市場の多様性の

認識に関 して,非 製造企業の方が製造企業 より若干多様で異質的であると

認識 している以外は,両 企業間でほぼ共通 している。

2.新 技術の導入 目的については,製 造企業 ・非製造企業間で大きな差異が

ある。即ち,製 造企業では 「コス ト・ダウン」及び 「品質向上」を主たる

導入 目的 としているのに対 し,非 製造企業では 「コンピュータによる情報

の有効な管理 ・活用」,「品質向上」,「省力化」及び 「人間 と機械の調和,

人的資源の活用」 といった動機から新技術が導入されてい1る。

3.生 産方式及び顧客への対応方法については,製 造企業 ・非製造企業間の

差異は殆 ど見 られず,い ずれの場合にも多品種少量生産化や顧客への対応

の多様化が見 られる。需要に対 してヨリきめ細かな対応を志向 しているの

である。

4.作 業組織 ・現業部門レベルでの人員構成に関する特に顕著な差異は,現

場作業者 ・一般従業員の減少の程度が,製 造企業の方が非製造企業よりも

ヨリ大きいことである。エンジニアやテクニシャン,パ ー ト・タイマー等

の従業員構成に関する製造企業 ・非製造企業間の相違は現場作業者 ・一般

従業員ほどには大きくはない。

5.作 業組織 ・現業部門 レベルでの組織構造については,製 造企業の方が

チーム型作業組織の導入にヨリ前向 きである。換言すると,非 製造企業

ではチーム単位 ではな く個人ごとに仕事 を割 り当てられる志向が製造企

業よりも強い。

6.作 業組織 ・現業部門 レベルでの従業員の職務内容について,製 造企業に

おいてはオペ レーティング能力や状況判断能力が職務遂行に際 してかな り

求められており,非 製造企業においてはそれらに加えて情報収集能力や業
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務再編能力などもかな り必要 とされている。職場で最も優れた作業者は,

製造企業 ・非製造企業 ともにオペ レーション関係の各職務をこな し得る場

合がほとんどであ り,製 造企業の場合はそれらに加えて トラブル ・シュー

ティソグ,周 辺設備や器具の改善等の職務をこなすことも可能である。ま

た製造企業では品質管理,機 器の改善及び修繕等のメンテナンス職務を非

製造企業 と比 してこな し得ると回答 した割合が高 く,非 製造企業では段取

りや監視等の職務について製造企業よりもこなし得ると回答 した割合が高

いことである。注 目される点は,こ れらの結果から現場作業者 ・一般従業

員 レベルでは,製 造企業の方が非製造企業 と比 して相対的にヨリ複数の職

務 をこなす傾向にあるという点である。

7,従 って,作 業組織 ・現業部門レベル全体 としては,と りわけ組織構造 と

職務内容に関する製造企業 ・非製造企業間の相違が顕著である。

8.管 理組織 ・管理部門レベルにおいては,ま ず階層ごとの人員構成に関 し

て,係 長 ・課長クラスの中間管理者層では製造企業 ・非製造企業間の差異

は殆ど見られない。しかし,そ れより下位階層であるグループ ・リーダー,

及びそれより上位階層である部長 ・部長を越える役職者クラスになると多

少両企業間の差異が大き くなる傾向にある。作業組織 レベルで現場作業

者 ・一般従業員クラスの両企業間の差異がかな り大きかったことも勘案す

ると,こ と人員構成に関 しては職位階層の両端での差異が大 きく,中 間で

の差異は小さいことが窺える。

9.管 理組織 ・管理部門 レベルでの情報システムに関 して,ま ず情報システ

ム化の程度は非製造企業の方が製造企業 よりもかな り進展 している。それ

を反映 して情報交換頻度についても,測 定 したあらゆる側面に関 して非製

造企業の方 が製造企業 よりもヨリ増大傾向が大 きく見 られる。また情報

データベースへの階層ごとのアクセス可能性については,非製造企業では,

製造企業に比 してヨリ下位に位置する階層の者でも比較的アクセスし得る
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率が高 くなる傾向にあり,特 に 「財務」情報や 「原価」情報に関 してその

特徴が顕著に表われている。特に 「財務」情報に関しては両企業の間の差

異は極めて明瞭で,非 製造企業では 「部長」以下の全ての階層において製

造企業よりもアクセス可能度が高 くなっている。つま り,情 報管理の仕方

も製造企業 ・非製造企業で大きく異なるのである。

10.管 理組織 ・管理部門 レベルの組織構造については,ま ず組織階層は製

造企業の方がヨリ短縮化 させる傾向にあ る。また経理 ・企画 ・人事等の

業務 についても,製 造企業では本社か ら各事業所へ権限委譲 させる傾向

が非製造企業に比 してヨリ強 く表われている。意思決定権限及び意思決

定の速さに関 しては両企業間での差異はそれほ ど見 られない。

11.課 長クラスの中間管理者の職務内容について見れば,「管理的業務の量」

については製造企業の方が,ま た 「職務内容の多様性」については非製造

企業の方がそれぞれやや大 きい とい う結果が出ている以外には,顕 著な差

異は殆 ど見 られない。

12.総 じて,管 理組織 ・管理部門 レベルにおける製造企業 ・非製造企業間

の相違は情報システムのあり方及び組織構造に関する点が多い。非製造

企業の方が情報技術の導入がヨリ進展 していること,に もかかわらず製

造企業の方が組織構造を ヨリ柔構造化 しつつあるこ と,な どが特筆すべ

き点である。

13。 人事 ・労務管理制度について,ま ず職能資格制度は,資 格の数及び資

格給の占める割合の高い年齢層に関 しては製造企業 ・非製造企業間で殆

ど差異は認め られないものの,資 格要件の重要度は両企業間で大き く異

な り,非 製造企業の方が各要件を相対的にヨリ重要視 していることが窺

える。非製造企業においては製造企業 よりも資格制度の改訂 ・充実をヨ

リ前向きに考 えている。

14.次 にジ ョブ ・ローテーシ ョンの頻度に関 しては,製 造企業 ・非製造企
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業のいずれの場合でも,技 能職 ・管理職 ともにかな り増大 していること

が窺える。 とりわけ管理職 レベルにおいて,製 造企業の方が非製造企業

よりもジ ョブ ・ローテーシ ョソをかな り増大 させている。 この点は,非

製造企業よりもむ しろ製造企業の方が職務転換に積極的であることを示

すものであ り,非 製造企業ではひ とたび職務が与えられれば,か な りの

期間,固 定的にその職務に従事させる傾向があることを示唆している。

15.小 集団活動については,製 造企業の方が非製造企業 よりもヨリ活発化

させる傾向にある。非製造企業ではそもそ も小集団活動 自体を行なって

いない企業が製造企業の場合よりも20%以 上多 く存在 している。

16.企 業の教育 ・訓練制度については,OJTに 関 しては製造企業 ・非製造

企業間の差異は殆 ど認め られずいずれの企業でも大 きく増大させる傾向

にある。 しか し,Off-JTに っいては,両 企業の間で多少の差異が認め ら

れる。特にOff-JTの 技能職 ・現業職に関 しては,非 製造企業の方がかな

り大 きな増大傾向を示 している。製造企業においては,教 育 ・訓練体系

としてのOff-JTは,非 製造企業ほどには採用されていない。

17.人 事 ・労務管理制度全般 としては,職 能資格制度の要件に関する相違

が顕著である。また,技 能職 ・現業職 と管理職 とを比較 した場合,製 造

企業 ・非製造企業間の差異は技能職 ・現業職のみな らず管理職の場合に

もかな り大 きく異なっている。 この ことは,作 業組織 ・現業部門 レベル

と同様に管理組織 ・管理部門 レベルにおいても製造企業 ・非製造企業間

の相違はかな り大きいことを示唆 している。

D(.2.若 干のインプ リケーション

では,これらの結果からいかなるイソプ リケーションが得 られるであろうか。

ここでは皿で触れた比較対照の分析視角を随時参照 しながら検討 してみよう。

まず第一の含意は,一 口に新技術の組織構造 ・職務内容への影響 といっても,
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その作用の仕方は製造企業 ・非製造企業でかなり大きく異な りうるということ

である。従来,技 術の組織 ・労働への影響を考察するための理論的枠組みの一

つ として,「技術決定論」(TechnologicalDeterminism)と 呼ばれる有力な考 え

方があった。 この技術決定論に従えば,字 義通 り一定の技術構造が組織構造や

労働のあり方を排他的に決定するとされる。つまり,あ る一定の技術がその生

産効率に最 も適 した組織構造を規定することになる。そこでは,組 織構造や職

務内容の決定に際 して技術のみがまさに決定的に重要な役割を演 じ,そ のほか

の要因はとるに足 らないものとして全 く考慮 されないのである24。 しか し,製

造企業 と非製造企業の間で以上で検討 してきたような差異が存在 しているとい

うことは,技 術が排他的に組織構造 ・職務内容に影響を与 えぐのではなく,何

らかの別のファクターが媒介因 として作用 していることを意味 している。製造

企業 ・非製造企業間での統計的有意な差異の存在は,少 な くとも業種構造がそ

の相違を規定 している一つの要因であることを示唆 している。それゆえ,こ の

ような製造企業 ・非製造企業間で新技術の影響が相違 しているという事実は,

完璧な意味での技術決定論が妥当し得ない場合があることを示 しているといえ

るであろう。従って,本 実証研究によって示唆されている経営学上の第一の含

意は,技 術 と組織構造 ・労働内容の関係が必ず しも技術決定論的に決まって し

まうわけではない,と いう事実である。

第二には,皿 で述べた仮説 即ち,製 造企業が精度の高いアウ トプ ット

を要請されることか ら厳格でタイ トな管理体系が必要 とな り,逆 に非製造企業

においては,そ のアウ トプッ トの非計測性 ・労働集約度の相対的高位性からし

て比較的緩慢でルースな管理体系 となるのではないか,と いう仮説一 とは

むしろ反対に,作 業組織 ・現業部門 レベル及び管理組織 ・管理部門レベルのい

24)Cf.,Woodward,J.(ed.)[1970],Industrial,Organization:BehaviourandCon-

trol,ClarendonPress(都 筑 栄 ・宮 城 浩 祐 ・風 間 禎 三 郎 共 訳[1971】,『 技 術

と組 織 行 動 一 サ ウ ス ・エ セ ッ ク ス 研 究 そ の 後 の展 開 一 』 日本 能 率 協 会);

Beirne,M.andH.Ramsay(eds.)[1992],InformationTechnologyandWork-

placeDemocracy,Routledge,pp.2‐7.
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ずれの局面において も,製 造企業の方が相対的に従来の管理制度をヨリ緩和 し

ようと志向 しているのに対 し,非 製造企業ではむしろ管理そのものをタイ ト化

しようとしている志向が見受けられる点を挙げることができる。例えば,作 業

組織 ・現業部門 レベルでは,製 造企業においては職場の業務を割 り当てる際に

基本的にチーム方式に則って曖昧に分割されているのに対 し,非 製造企業では

それが個人ごとに割 り当てられる場合 もかなりあることが示されていた。つま

り非製造企業では,テ イラー主義 と同一視されることの多い古典的な 「1人 一

1職 務」(one-man,one-job)25の 原則に依拠 して業務が割 り当て られている場

合も多いことが明らか となったのである。また職場で最 も優秀な作業者が担当

できる職務の数に注 目しても,表8-5で 見た ように、製造企業では平均 して

9個 中,・ 個の職務をこなし得 るのに対 し,非 製造企業では4.19個 であると

いう結果が出ている。このことは,一 般的に製造企業の方が非製造企業に比し

てヨリ多能工化が進展 している可能性があることを示唆 している。つまり,一

般的に抱かれているイメージによると,非 製造企業では職務はかなり曖昧で多

様な仕事をこな しているように思われがちであるが,こ こでの結果はむしろ逆

で,非 製造企業よりも製造企業の方が多様な業務を従業員に提供 している現実

の姿が明らかになったのである。また,管 理組織 ・管理部門レベルにおいても,

製造企業の方が組織階層をヨリ短縮化させる傾向にあるし,経 理 ・企画 ・人事

等の業務についても,製 造企業では本社か ら各事業所へ権限委譲させる傾向が

非製造企業に比 してヨリ強 く表われている。このことは権限委譲度に関してむ

しろ製造企業の方が非製造企業よりもヨリ進展 している可能性があることを示

唆 している。情報データベースへのアクセスに関 しては,情 報システム化の進

展度の相違を反映 して,非 製造企業の方がヨリ下位階層の者へ もアクセス可能

25)こ の 原 則 に つ い て は,例 え ば次 著 を参 照 。Davis,L.E.andJ.C.Taylor[1972],

Designofjobs,PenguinBooksLtd.,p.xv.(近 藤 隆 雄 監 訳[1978】,

『新 しい仕 事 の 設 計 一 ソ シ オ ・テ ク ニ カ ル ・ア プ ロー チ ー 』 建 帛 社,5～6

頁 。)
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にしている場合が多いものの,こ と現実の組織構造に注目してみると,組 織階

層のフラヅト化や事業所への業務権限委譲などは製造企業の方が相対的にヨリ

進展 しているのである。つまり,管 理体系それ自体は,製 造企業の方がルース

化 し下位階層の者にも責任 ・権限を付与する傾向にあるのに対 し,非 製造企業

ではむ しろ管理をタイ ト化 し,責 任 ・権限をヨリ上位へ集中させる傾向にある

のである。この点は,人 事 ・労務管理制度の項で見たジ ョブ ・ローテーシ ョン

の程度,及 び小集団活動の活性化の程度を見てもある程度同様の状況が観察さ

れている。即ち,製 造企業の方が非製造企業に比 してヨリジョブ ・ローテーショ

ンを増大させ,小 集団活動も活性化させる傾向にあるのである。非製造企業で

は職務は固定的であ り,小 集団活動の概念その ものが存在 していない企業もか

なり存在 しているようである。この点の相違 も,製造企業の方が管理制度のルー

ス化にヨリ気を使 っていることの一つの表われであろう。

第三に,で はなぜ両企業間でそのような当初の予測にはする方向性が観察さ

れたのかについての原因を考察しようとした場合,そ れを考えるための一つの

切 り口としては,従 来の経営学,と りわけ経営労務論の研究動向に目を向ける

必要があるのではないか,と いうことである。従来,経 営労務論的研究におい

て,作 業現場への責任 ・権限委譲や管理諸制度の緩和が話題 とされてきたのは

主 として製造企業であった。つまり,フ ォー ド・システムにおける単調労働問

題が典型的に示 しているように,従 来経営労務論で取 り扱われてきた 「労働の

人間化」やQWL(QualityofWorkingLife,労 働生活の質的向上)の 問題は,

主 として製造企業における従業員を暗黙のうちにその認識対象 としてきたので

ある。逆に言うと,管理システムがタイ トで現場従業員への自律性の付与や 「労

働の人間化」が問題 となってきたのは,そ れだけ製造企業における単調労働問

題が深刻であったからである。 このように,そ もそも製造企業における作業内

容は単調であ り,従 業員の 「労働の人間化」のためには管理のルース化が必要

な種類の業務内容なのである。それに対 し非製造企業においては,少 な くとも
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製造企業 との比較においては,一 般的に作業の標準化の程度が低 く,マ ニ ュア

ルが存在 していない場合が多いと思われる。一般に非製造企業で労働に従事す

る従業員はそもそもそれだけ多様な業務内容に従事 していると考えられてきた

のである。そこから逆に,非 製造企業では,彼 らの管理をいかにして精密なも

のに していけばよいのか という問題が発生することとなる。つまり従業員を管

理する立場 としては,い かに彼 らの管理を確実なものにするかがむ しろ問題な

のである。従って,非 製造企業においてはむ しろ管理制度のタイ ト化の方が主

要な関心事 となっているのかも知れない。換言するならば,製 造企業ではむ し

ろ管理制度をルース化 しようとし,逆 に非製造企業ではそれをタイ ト化 しよう

としている背景には,こ のように,従 業員の職務状況に根ざした両企業間での

関心事項の相違があるものと考えられるのである。

第四に指摘 し得 る点は,作 業組織 ・現業部門レベルのみならず,管 理組織 ・

管理部門レベルにおいても製造企業 ・非製造企業間の相違はかなり大 きいとい

うことである。皿の分析視角の節で見たように,当 初の予測では,現 場の作業

組織 とそれを管理する管理組織 という視点から製造企業及び非製造企業を比較

してみた場合,管 理組織 レベルよりも現場の作業組織 レベルの方がヨリ大きな

差異が観察されうるのではないかと考えていた。なぜなら,管 理組織レベルに

おいては,製 造企業 ・非製造企業 ともに同じ 「管理」という仕事に従事するこ

とが主たる任務であるため似通った組織体系にな り,逆 に現場の作業組織 レベ

ルでは製造企業 と非製造企業とではそもそも職務の性格が全 く異なるため,組

織体系も大 きく異なるのではないかと考 えられたためである。我々の調査結果

によると,確 かに作業組織 ・現業部門レベルにおける両企業間の相違は存在 し

ており,特 に職場業務の割 り当て方や職務内容そのものに関する相違はかな り

の程度の相違が見られたのは事実である。この相違は主として両企業間の仕事

それ自体の性格の違いに主 として起因しているものと思われる。 しか し注 目す

べき点は,製 造企業 ・非製造企業 とも同じ 厂管理」という業務に携わっている
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と思われる管理組織 ・管理部門 レベルにおいても両企業間の相違がかな り大き

く観察された という事実である。例えば,今 見た組織階層のフラッ ト化もその

一つであるし,情 報データベースへのアクセス可能性 も両企業間でかなり異

なっている。従って,現 場の作業組織 ・現業組織 レベルのみならず,同 じ管理

業務に携わっていると考えられる管理組織 ・管理部門レベルにおいても,製 造

企業 ・非製造企業間の相違がかな り見 られた という点が大 きな発見事実の一つ

である。現場の作業組織が異なれば,そ れを管理する立場にある管理組織 ・管

理部門もかな り相違する可能性があるもの と考えられるのである。

X.む す び

従来,経 営労務論の立場から新技術が企業組織や職務内容にどのような影響

を与えるかについて論 じたアプローチは,フ ォー ド・システムの自動車工場の

例に典型的に見 られるように,そ の対象を製造企業の作業現場における単調労

働者に求めてきた。単調作業に従事する彼 らに対 し,い かに労働を有意味で人

間的なものへ と転換するかが,経 営労務論の学問的立場か らの諸研究における

主たる関心事であり,そ のために職務転換や職務拡大 ・職務充実等に関わる職

務再設計の諸手法や人間工学上の諸技術が盛んに議論されてきたのであった。

そこでは,流 通や金融 ・各種サービス業等の非製造企業における労働問題は暗

黙のうちに排除されてきたか,ま たは相対的にその研究対象上の重要度が軽視

されることが多かった。

とはいっても,確 かに近年の研究の中には,経 営労務論を明確に意識 しなが

ら非製造企業の実態を実証的に明らかにした研究も全 くないわけではない。例

えば,渡 辺 峻教授(立 命館大学)に おいては,銀 行企業における管理労働の
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実態を実証的 ・理論的に追究されているし26,ま た倉田 良樹教授(一 橋大学)

においては,流 通産業における従業員の雇用管理 ・労務管理の実態を,ゼ ソセ

ン同盟の事例を通 じて綿密に調査 されている27。 これらの諸研究は経営労務論

的アプローチにおける非製造企業研究の嚆矢 となっている。従ってここで主張

しようとしている点は,非 製造企業を分析対象 とした経営労務論的研究が全 く

存在 していない ということではない。む しろここでのポイソ トは,あ くまで製

造企業 との比較において非製造企業の実証研究が軽視されてきたということで

あ り,さ らに重要な点は,非 製造企業を製造企業 と比較対照 してその特徴や問

題点を学問的に指摘 した研究が少ない,と いう事実である。今日の 日本企業に

おける非製造企業の占める割合や産業において果たしているその重要な役割を

鑑みれば,非 製造企業を中心 とした研究,製 造企業 との比較対照分析の視点に

立った研究がもっと存在 していてよい と思われるのである。 しかも新技術は

POS(PointofSales)やEOS(ElectronicOrderSystem)と いった,い わゆる

情報通信技術 という形で,非 製造企業における経営管理 ・事業運営に対 しても

大きなインパク トを及ぼ しているもの と思われる。新技術が組織構造に職務内

容に対 して与えている影響を製造企業 ・非製造企業で比較 しながら分析するこ

とによって,学 問的にも興味深い何 らかの新 しい発見ができるかも知れない。

本稿において両企業間の比較実証分析を行なった最 もプリミティブな意図はそ

こにある。

前節で述べたように,本 分析によって明らかになった事実は大別 して3つ あ

る。第一には,新 技術の影響は製造企業 ・非製造企業間で統計的有意に異な り

うることである。つまり,技 術決定論的に組織構造や労働内容が,新 技術 とい

26)例 え ば,Watanabe,T.[1990],"NewOfficeTechnologyandtheLabour

ProcessinContemporaryJapaneseBanking",intheNewTechnology,Work

andEmployment,Vol.5,No,1,Spring1990;渡 辺 峻[1991],「 ニ ュー オ

フ ィ ス テ ク ノ ロ ジ ー と管 理 ・労 働 」 長 谷 川 治 清 ・渡 辺 峻 ・安 井 恒 則 編 著

『ニ ュー テ クノ ロ ジー と企 業 労 働 』 大 月 書 店,60～85頁,等 を参 照 。

27)倉 田 良 樹[1992],「 わ が 国流 通 産 業 に おけ る 労 働 者 の 生 活 と勤 労 意 識 」 日本 労 務

学 会 編 『日本 労 務 学 会 年 報:労 働 生 活 の 質 と新 しい労 使 関 係(第21回 大 会 統 一 論

題)』46～51頁,所 収 。
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う新 しい技術体系によって排他的に決定されてしまうのではな く,少 な くとも

その影響を媒介する一要因として業種構造の相違があることが明らかになった

のである。

第二に,そ の具体的影響内容の相違に注 目した場合,非 製造企業の方が相対

的に管理制度をヨリ精緻化 ・タイ ト化 しようと志向しているのに対 し,製 造企

業ではむ しろ管理システムをルースに設計 し,下 位階層の従業員に対 してヨリ

権限を委譲させ仕事における自律性を付与 しようとしていることである。作業

組織 ・現業部門レベルにおいてはチーム作業方式の採用,作 業者に与えられる

職務の数などが,ま た管理組織 ・管理部門レベルではフラットな管理階層組織

の導入,本 社から各事業所への意思決定権限の委譲な ξの諸項 目において,製

造企業の方が非製造企業に比 してヨリ従業員への権限委譲が進展 していたので

ある。この点は,非 製造企業の方がヨリ多様な業務内容であるという一般的イ

メージとはむしろ逆の結果を示 しており,そ の原因究明が待たれるところであ

る。本稿では未だ明確なその理由を提示 し得なかったが,少 な くとも,両 企業

間の職務状況の相違に根差 して考えてみると,製 造企業ではそ もそ も単調労働

にな りがちな職務であるためその解消が関心事 となってお り,逆 に非製造企業

ではそもそも多様で把握が困難な職務であるからこそ,そ の管理を徹底させヨ

リ精緻な労務管理を目指 しているのではなかろうか。いずれにせよ,両 企業間

での管理システムの相違が明らかになった点が本稿の第二に主張 したかった点

である。

第三には,作 業組織 ・現業部門レベル と管理組織 ・管理部門レベルの両 レベ

ルに分割 して検討 してみた場合,作 業組織 ・現業部門のみならず,管 理組織 ・

管理部門レベルの製造企業 ・非製造企業間の相違 もかなり大 きいという点を指

摘できる。当初の予測では,作 業組織 ・現業部門 レベルでの両企業間の相違の

方がはるかに大 きいと考えられていた。なぜなら,主 として生産ライソで仕事

に従事する製造企業と営業 ・販売活動が主たる業務である非製造企業 とでは,
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現場の第一線での作業への従事の仕方の持つ意味が根本的に異なると思われた

ためである。 しかし管理組織 ・管理部門レベルにおいても,と りわけ管理階層

構造や権限の委譲度などの諸項 目に関して両企業間の新技術の影響の仕方は大

きく異なっていることが明らかになったのである。従って,同 一の 「管理」 と

いう業務に従事 している管理組織 ・管理部門レベルにおいても,両 企業間でか

な りの大きな差異が認められたことを発見し得たことが,本 分析か ら得 られた

第三のインプリケーシ ョンである。作業組織 ・現業部門レベルが異なれば,そ

れを管理 ・統括するところの管理組織 ・管理部門レベルのあ り方もそれに応 じ

て異なって くるのである。

本稿での比較実証分析を通 じて明らかになったのは以上の3点 である。今後

はここでの分析結果を基礎 として,そ の相違が生み出される客観的原因につい

ての更なる検討が必要であることは言うまでもない。

(1994.5.17.)
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